
15 － 税制簡素化と租税法・租税政策（二）（手塚）
　
　

税
制
簡
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租
税
法
・
租
税
政
策
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二
）

　
　
　

 
―
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ド
イ
ツ
租
税
法
学
に
お
け
る
税
制
改
革
論
・
課
税
要
件
構
築
論（
立
法
技
術
）の
一
端 

―
―

手　

塚　

貴　

大

一　

は
じ
め
に

　

（一）　

問
題
の
所
在

　

（二）　

本
稿
に
お
け
る
検
討
の
視
角

二　

立
法
と
体
系

　

（一）　

法
律
の
過
多
と
立
法
学

　

（二）　

立
法
に
お
け
る
体
系

　

（三）　

小
括
（
以
上
、
三
九
巻
一
号
）

三　

税
制
簡
素
化
を
実
現
す
る
手
段

　

（一）　

課
税
要
件
規
定
の
再
編

　

（二）　

参
照
規
定

　

（三）　

概
算
化
規
定

　

（四）　

経
過
規
定

　

（五）　

小
括
（
以
上
、
本
号
）

四　

租
税
法
に
お
け
る
法
典
の
整
理
―
法
典
編
纂
の
法
理
論
―

　

（一）　

租
税
法
典
草
案
の
理
論
―Lang

教
授
の
所
説
の
概
要
―

　

（二）　

租
税
法
典
草
案
の
検
討

　

（三）　

小
括

五　

結
語
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三　

税
制
簡
素
化
を
実
現
す
る
手
段

　

こ
こ
で
は
、
行
政
法
お
よ
び
租
税
法
に
お
い
て
多
用
さ
れ
る
条
文
を
幾
つ
か
選
別
し
、
論
ず
る
こ
と
と
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
①
課
税

要
件
規
定
の
再
編
、
②
参
照
規
定
、
③
概
算
化
規
定
、
④
経
過
規
定
を
中
心
に
、
取
り
敢
え
ず
論
ず
る
。

　

い
ず
れ
も
原
則
と
し
て
法
令
文
の
簡
素
化
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
但
し
、
経
過
規
定
に
つ
い
て
は
若
干
そ
の
属
性
を
異
に
し
て
い

る
。
こ
れ
は
、〝
既
存
の
法
的
地
位
の
尊
重
の
必
要
と
社
会
情
勢
の
変
化
・
法
改
正
の
必
要
性
の
間
の
調
整
〞
を
企
図
し
た
も
の
で
あ
る（

100
）。

し
か
し
、
か
か
る
配
慮
も
立
法
活
動
の
う
ち
で
は
最
も
重
要
な
要
素
と
い
う
こ
と
が
出
来
る
か
ら
、
そ
れ
は
コ
メ
ン
ト
す
る
意
義
は
あ
る
。

（一）　

課
税
要
件
規
定
の
再
編

１　

一
般
条
項
・
不
確
定
法
概
念
―
租
税
法
に
お
け
る
意
義
に
つ
い
て
―

　

そ
も
そ
も
、
立
法
に
際
し
て
問
題
と
な
る
の
は
、
法
の
解
釈
に
つ
き
疑
義
が
生
じ
る
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
、
法
律
を
規
律
す
る
の
に

用
い
ら
れ
て
い
る
概
念
が
明
確
で
な
い
た
め
に
、
一
義
的
に
そ
の
意
味
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
そ
う
し
た
概
念
で
あ
る
。

こ
の
点
に
つ
き
、
わ
が
国
で
は
、
一
般
条
項
あ
る
い
は
不
確
定
法
概
念
と
い
う
呼
称
の
許
に
論
じ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法

律
の
条
文
は
普
通
、
要
件
と
効
果
か
ら
な
っ
て
お
り
、
要
件
は
通
常
「
財
物
の
窃
取
」「
意
思
の
合
致
」
な
ど
、
具
体
的
で
記
述
的
な
用

語
を
用
い
る
が
、
と
き
に
公
の
秩
序
・
善
良
の
風
俗
、
正
当
事
由
な
ど
〝
包
括
的
で
価
値
的
な
用
語
〞
を
用
い
る
こ
と
が
あ
る

（
101
）。

こ
れ
は
、

（
100
） 　

参
考
に
な
る
も
の
と
し
て
、
参
照
、
阿
部
泰
隆
「
遡
及
立
法
・
駆
け
込
み
対
策
（
一
）（
二
）」
自
治
研
究
六
八
巻
七
号
三
頁
以
下
、
同
六
八
巻
八
号
一
六

頁
以
下
。
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立
法
者
が
予
見
し
て
列
挙
す
る
こ
と
が
困
難
で
多
様
な
事
態
に
対
処
し
、
具
体
的
に
妥
当
な
法
の
適
用
を
可
能
に
す
る
と
い
う
長
所
が
あ

る
が
、
法
適
用
者
の
権
限
を
過
大
に
し
て
、
法
的
安
定
性
を
害
す
る
危
険
も
あ
る（

102
）。

な
お
、
不
確
定
概
念
に
つ
い
て
は
、
特
に
行
政
法
上

の
そ
れ
に
つ
い
て
、
行
政
行
為
の
要
件
が
法
令
で
定
め
ら
れ
て
い
る
場
合
で
も
、
例
え
ば
「
善
良
の
風
俗
若
し
く
は
清
浄
な
風
俗
環
境
を

害
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
」
と
い
っ
た
よ
う
な
抽
象
的
で
一
見
多
義
的
な
概
念
を
用
い
る
こ
と
が
あ
り
、
そ
う
し
た
概
念
が

不
確
定
概
念
と
さ
れ
て
い
る（

103
）。

こ
こ
で
も
、
具
体
的
な
行
政
上
の
個
別
案
件
処
理
に
際
し
て
法
を
適
用
す
る
行
政
庁
に
当
該
文
言
の
意
味

内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
に
つ
い
て
大
き
な
裁
量
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
問
題
が
あ
り（

104
）、

一
般
条
項
に
お
け
る
そ
れ
と
問
題
状
況
は
同

じ
で
あ
る
。

　

次
に
、
租
税
法
に
お
い
て
、
一
般
条
項
あ
る
い
は
不
確
定
法
概
念
が
以
如
何
な
る
態
様
で
議
論
さ
れ
る
か
を
概
観
す
る
。
わ
が
国
の
租

税
法
に
お
い
て
も
、
一
般
条
項
お
よ
び
不
確
定
法
概
念
は
用
い
ら
れ
て
い
る
。
次
で
は
、
一
般
条
項
に
つ
い
て
（
そ
れ
が
一
般
条
項
と
し

て
厳
密
に
分
類
で
き
る
か
否
か
は
定
か
で
は
な
い
が
、
そ
れ
は
取
り
敢
え
ず
措
く
と
し
て
）、
所
得
分
類
の
簡
素
化
の
結
果
と
し
て
再
配

（
101
） 　
「
一
般
条
項
」
金
子
宏
他
編
『
法
律
学
小
辞
典
〔
第
四
版
〕』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
四
年
）
二
六
頁
。

（
102
） 　

金
子
他
編
・
前
掲
注
（
101
）
二
六
頁
。

（
103
） 　
「
不
確
定
概
念
」
金
子
他
編
・
前
掲
注
（
101
）
一
〇
二
五
頁
以
下
。

（
104
） 　

な
お
、
行
政
法
領
域
に
お
い
て
、
行
政
法
律
の
立
法
に
際
し
て
立
法
の
段
階
で
一
義
的
な
価
値
判
断
を
行
わ
ず
、
当
該
行
政
法
律
を
執
行
す
る
行
政
庁
が

法
律
要
件
の
意
味
内
容
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
通
じ
て
適
切
な
法
的
問
題
の
解
決
を
企
図
す
る
、
と
い
う
こ
と
に
不
確
定
法
概
念
の
立
法
的
意
味
が
認
め

ら
れ
る
。
行
政
法
領
域
に
お
い
て
は
目
的
指
向
的
な
立
法
が
多
く
認
め
ら
れ
、
右
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
は
そ
の
手
段
等
を
執
行
に
あ
た
る
行
政
庁
の

判
断
に
依
ら
し
め
る
こ
と
が
合
理
的
な
場
合
も
あ
る
で
あ
ろ
う
。
か
か
る
態
度
で
以
っ
て
な
さ
れ
る
い
わ
ば
目
的
指
向
的
か
つ
戦
略
的
な
立
法
は
今
後
一
層

重
要
性
を
持
つ
は
ず
で
あ
る
。
以
上
に
つ
き
、
参
照
、
阿
部
昌
樹
「
行
政
裁
量
の
立
法
技
術
論
的
検
討
（
一
）、（
二
・
完
）」
法
学
論
叢
一
二
一
巻
二
号
六
〇

頁
以
下
、
同
一
二
二
巻
二
号
六
四
頁
以
下
。



広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 18

備
さ
れ
る
所
得
分
類
を
素
材
と
し
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

２　

所
得
分
類
の
簡
素
化
―Lang

教
授
の
所
説
を
中
心
に
―

　

さ
て
、一
般
条
項
は
、そ
の
定
義
上
「
価
値
を
充
填
す
る
必
要
の
あ
る
概
念
」
を
含
ん
で
い
る
か
ら
、そ
の
概
念
の
意
味
内
容
を
解
釈
し
、

当
該
一
般
条
項
を
解
釈
す
る
た
め
に
は
、
理
論
構
成
お
よ
び
法
ド
グ
マ
の
蓄
積
が
必
要
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
た
め
に
は
、
判
例

お
よ
び
学
説
の
蓄
積
が
一
般
条
項
に
は
不
可
欠
で
あ
る
。
判
例
・
学
説
が
確
立
さ
れ
る
ま
で
は
、
そ
の
一
般
条
項
の
意
味
内
容
は
一
義
的

で
は
あ
り
え
ず
、
し
た
が
っ
て
法
解
釈
お
よ
び
法
適
用
上
、
法
的
安
定
性
は
得
ら
れ
な
い（

105
）。

こ
う
し
た
一
般
条
項
援
用
論
を
租
税
法
の
領

域
に
当
て
は
め
る
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
は
、
慎
重
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
何
故
な
ら
、
租
税
法
律
主
義
の
も
と
で
は（

106
）、

わ
が
国
の
例

で
言
え
ば
、
租
税
法
の
核
心
部
分
た
る
租
税
債
務
法
の
領
域
に
お
い
て
、
賦
課
処
分
の
様
な
行
政
行
為
は
介
在
し
な
く
と
も
、
租
税
法
律

要
件
の
充
足
に
よ
っ
て
租
税
債
務
は
抽
象
的
に
発
生
し
、
法
律
関
係
の
有
無
消
長
に
影
響
が
生
じ
る（

107
）。

自
分
の
経
済
的
利
益
が
、
仮
に
課

税
庁
へ
の
納
税
申
告
を
要
す
る
場
合
、
納
税
義
務
者
は
一
定
の
各
種
所
得
に
該
当
し
な
い
と
判
断
し
た
た
め
に
、
申
告
を
行
わ
な
い
と
い

う
事
態
が
発
生
し
た
ら
、
当
該
納
税
義
務
者
は
租
税
法
が
適
用
さ
れ
て
し
ま
う
。
こ
れ
で
は
、
そ
う
し
た
簡
素
化
を
目
指
し
た
条
項
は
、

当
初
の
目
的
を
何
ら
達
成
し
な
い
。
こ
れ
に
よ
り
法
的
安
定
性
は
侵
害
さ
れ
る
。
こ
う
し
た
事
態
を
見
極
め
な
が
ら
、
立
法
作
業
を
進
め

る
必
要
が
あ
る
。
な
お
、
所
得
分
類
の
再
編
に
つ
い
て
は
、
既
に
別
稿
で
若
干
検
討
し
た
こ
と
が
あ
る
が（

108
）、

こ
こ
で
は
い
わ
ば
前
叙
の
立

（
105
） 　Lang, Joachim

, R
eform

entw
urf zu G

rundvorschriften des Einkom
m

ensteuergesetzes, K
öln 1985, S.31;H

edem
ann, Justus W

ilhelm
, D

ie Flucht in 

die G
eneralklauseln: eine G

efahr für R
echt und Staat, Tübingen 1931, S.53ff.

（
106
） 　

こ
う
し
た
こ
と
は
刑
法
の
領
域
に
お
け
る
罪
刑
法
定
主
義
に
も
妥
当
し
よ
う
。v.H

ippel, Eike, R
echtspolitik, B

erlin 1990, S.32. 

さ
ら
に
、
租
税
法
律
主

義
が
、
法
治
行
政
の
原
則
よ
り
も
、
罪
刑
法
定
主
義
と
親
和
的
で
あ
る
こ
と
に
つ
き
、
参
照
、
南
博
方
『
紛
争
の
行
政
解
決
手
法
』（
有
斐
閣
、
一
九
九
三
年
）

四
五
頁
以
下
。
類
似
の
見
解
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、
参
照
、Tipke, StR

O

Ⅰ(Fn.88), S.144f.

（
107
） 　

参
照
、
木
村
・
前
掲
注
（
８
）
二
〇
二
頁
以
下
。
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法
技
術
論
的
論
点
に
限
定
し
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

　

例
え
ば
、
租
税
法
に
お
け
る
所
得
分
類
論
に
関
し
て
は
、
そ
う
し
た
無
意
味
に
法
文
を
冗
長
に
し
て
し
ま
う
と
も
言
え
る
類
型
化
を
放

棄
し
、
簡
略
な
条
文
を
用
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
広
く
個
人
の
給
付
能
力
の
増
加
を
把
握
す
る
と
い
う
こ
と
が
理
想
で
あ
る
。
外
延
の
広
い

概
念
を
用
い
る
こ
と
に
よ
る
法
文
の
簡
素
化
が
そ
れ
で
あ
る
。
そ
う
し
た
研
究
は
、
以
前
よ
りJoachim

 Lang

教
授
、M

anfred R
ose

教

授
ら
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
と
こ
ろ
で
あ
る（

109
）。Lang

教
授
は
、
当
時
の
規
定
を
ベ
ー
ス
に
所
得
税
法
上
に
規
定
さ
れ
て
い
る
七
つ
の
所
得
分

類
を
三
つ
に
統
合
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
提
案
す
る
。
具
体
的
に
は
、
事
業
所
得
、
独
立
労
働
所
得
、
農
林
業
所
得
、
非
独
立
労
働

所
得
、
資
本
所
得
、
賃
貸
借
所
得
、
そ
の
他
の
所
得
と
い
う
分
類
を
廃
止
し
、「
所
得
と
は
、
利
益
稼
得
の
意
思
を
伴
う
稼
得
活
動
か
ら

の
所
得
を
い
う
」
と
い
う
一
般
条
項
を
用
い
て
（
右
の
「
」
内
の
〝
利
益
稼
得
の
意
思
を
伴
う
稼
得
活
動
〞
は
、
さ
ら
な
る
具
体
化
を
必

要
と
す
る
価
値
の
充
填
を
要
す
る
多
義
的
概
念
で
あ
る
た
め
、
一
般
条
項
に
該
当
す
る
）、
独
立
利
益
獲
得
活
動
に
よ
る
所
得
、
非
独
立

の
利
益
獲
得
活
動
に
よ
る
所
得
、
私
的
財
産
か
ら
の
所
得
と
い
う
分
類
を
限
定
列
挙
す
る
規
定
を
採
用
し
て
い
る（

110
）。

そ
の
主
た
る
理
由
は
、

現
行
の
各
種
所
得
も
、
市
場
で
の
経
済
活
動
に
参
加
す
る
こ
と
に
よ
る
所
得
、
客
観
的
給
付
能
力
の
増
加
で
あ
る
こ
と（

111
）、

態
様
及
び
そ
れ

伴
う
所
得
計
算
の
二
元
性
に
よ
っ
て
各
種
所
得
を
区
別
す
る
の
は
客
観
的
給
付
能
力
の
増
加
に
対
す
る
平
等
な
課
税
で
は
な
い
こ
と
で
あ

る
。
さ
ら
に
、
こ
う
し
た
簡
素
化
を
行
う
理
由
に
つ
い
てLang
教
授
は
次
の
様
に
も
述
べ
て
い
る
。

（
108
） 　

手
塚
貴
大
「
所
得
税
改
革
と
租
税
政
策
論
―
ド
イ
ツ
租
税
法
学
に
お
け
る
所
得
分
類
再
編
論
を
素
材
と
し
て
―
」『
租
税
の
複
合
法
的
構
成
―
村
井
正
先
生

喜
寿
記
念
論
文
集
―
』（
清
文
社
、
二
〇
一
二
年
）
五
七
一
頁
以
下
。

（
109
） 　Lang, G

rundvorschriften (Fn.105), S.29ff.;R
ose, M

anfred, Steuervereinfachung aus steuersystem
atischer Sicht, in:ders. (H

rsg.), Steuern einfacher 

m
achen!:Vorträge des D

ritten H
eidelberger Steuerkongresses 1998,  H

eidelberg 1999, S.41ff.

（
110
） 　Lang, G

rundvorschriften (Fn.105), S.29ff.

（
111
） 　Lang, G

rundvorschriften (Fn.105), S.ff.



広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 20

「
…
…
…
…
こ
こ
で
提
案
さ
れ
た
簡
略
化
し
た
所
得
カ
タ
ロ
グ
は
、﹇
会
計
帳
簿
作
成
の
必
要
の
な
い
所
得
計
算
を
許
容
す
る
根
拠
と
な

る
・
筆
者
註
﹈
源
泉
説
の
持
つ
メ
リ
ッ
ト
を
削
ぐ
こ
と
は
な
い
。
む
し
ろ
、
七
つ
か
ら
三
つ
へ
減
少
さ
せ
ら
れ
た
所
得
カ
タ
ロ
グ
は

…
…
税
務
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
、
課
税
庁
及
び
司
法
の
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ー
の
喪
失
を
も
た
ら
す
そ
う
し
た
多
く
の
限
界
付
け
に
関
わ
る
法

律
要
件
を
除
去
す
る
。
所
得
分
類
の
減
少
は
、
所
得
税
法
を
大
幅
に
簡
素
化
す
る
」。（

112
）

　

右
の
様
に
、法
文
を
必
要
以
上
に
冗
長
に
す
る
こ
と
を
防
ぐ
こ
と
に
よ
り
、解
釈
、適
用
を
行
な
う
者
の
負
担
軽
減
が
意
図
さ
れ
て
い
る
。

勿
論
、
こ
こ
で
前
叙
の
構
想
さ
れ
た
簡
素
化
が
実
現
す
る
た
め
の
要
件
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
必
要
は
あ
ろ
う（

113
）。

例
え
ば
、
一
般
論
と
し

て
限
界
づ
け
の
問
題
は
な
お
残
る
で
あ
ろ
う
し
、
加
え
て
行
政
立
法
に
よ
る
詳
細
な
規
律
も
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
点
、
個
々
の

構
想
に
よ
っ
て
は
簡
素
化
の
効
用
は
割
引
い
て
考
え
る
必
要
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。

（二）　

参
照
規
定

　

参
照
規
定（

114
）と

は
凡
そ
「
あ
る
条
文
が
、
他
の
条
文
の
法
律
要
件
あ
る
い
は
効
果
を
参
照
し
、
当
該
他
の
条
文
が
参
照
す
る
条
文
を
補
う

（
112
） 　Lang, G

rundvorschriften (Fn.105), S.37. R
ose

教
授
も
、
所
得
類
型
が
多
く
存
在
す
る
と
、
不
公
平
な
課
税
に
行
き
着
き
、
複
雑
化
す
る
か
ら
、
タ
ッ
ク

ス
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
の
観
点
か
ら
す
る
と
、
簡
素
化
が
要
請
さ
れ
る
こ
と
を
説
く
。
参
照
、R

ose, Steuervereinfachung (Fn.109), S.50ff.

（
113
） 　

詳
細
は
、
手
塚
・
前
掲
注
（
108
）。
近
時
の
所
得
分
類
再
編
論
で
は
、
そ
の
他
に
も
、
所
得
分
類
が
職
業
別
に
構
築
さ
れ
て
い
る
と
き
に
は
、
職
業
特
有
の

租
税
特
別
措
置
が
付
着
す
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
、
そ
れ
を
克
服
す
る
こ
と
、
さ
ら
に
は
、
所
得
概
念
論
の
到
達
点
で
あ
る
消
費
型
所
得
概
念
を
ベ
ー
ス
に

H
ybrid

型
所
得
税
の
構
築
が
指
向
さ
れ
て
い
る
場
合
も
あ
る
。

（
114
） 　

参
照
、K

inderm
ann, H

arald, M
inisterielle R

ichtlinien der G
esetzestechnik:Vergleichende U

ntersuchung der R
egelungen in der B

undesrepublik 

D
eutschland, in Ö

sterreich und der Schw
eiz, B

erlin u.a. 1979, S.71ff.
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も
の
」
を
意
味
す
る（

115
）。

参
照
規
定
は
、
租
税
法
の
み
な
ら
ず
、
他
の
多
く
の
法
領
域
に
お
い
て
見
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
租
税
法

に
お
い
て
は
、
例
え
ば
、
法
人
税
法
は
所
得
税
法
の
利
益
計
算
規
定
を
参
照
し
、
い
わ
ゆ
る
利
益
計
算
規
定
は
い
わ
ゆ
る
正
規
簿
記
の
原

則
を
参
照
し
て
い
る
。
多
く
の
場
合
、
参
照
規
定
は
〝
・
・
・
・
・
の
例
に
よ
る
〞
と
い
う
体
裁
で
規
律
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
法
令
文
の

簡
素
化
に
大
い
に
資
す
る
は
ず
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
同
一
の
事
項
を
繰
返
し
規
律
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
法
令
文
は
次
第
に
不
必
要
に

蓄
積
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
参
照
規
定
は
経
済
性
原
則
を
実
現
す
る
も
の
で
あ
る（

116
）。

　

し
か
し
、
参
照
さ
れ
る
規
定
の
意
味
内
容
も
明
確
で
あ
る
必
要
は
あ
る
の
で
、
参
照
規
定
を
使
用
す
る
こ
と
は
経
済
性
原
則
の
実
現
に

資
す
る
が
、
明
確
性
の
原
則
の
観
点
か
ら
は
別
途
の
手
当
て
が
必
要
で
あ
る（

117
）。

　

な
お
、
学
説
上
（
実
務
も
同
様
か
も
し
れ
な
い
）
参
照
規
定
に
つ
い
て
は
い
く
つ
か
の
類
型
が
識
別
さ
れ
て
い
る
。
ま
ず
、
同
一
の
法

律
中
に
規
律
さ
れ
る
他
の
条
文
を
参
照
す
る
内
部
的
参
照
規
定
（B

innenverw
eisung

）、
そ
し
て
、
他
の
法
律
の
規
定
を
参
照
す
る
外
部

的
参
照
規
定
（A

ußenverw
eisung

）、
が
識
別
さ
れ
て
い
る（

118
）。

こ
の
点
、
特
に
、
外
部
的
参
照
規
定
に
つ
い
て
は
、
内
部
的
参
照
規
定
と

同
じ
く
、
経
済
性
原
則
に
資
す
る
こ
と
の
他
、
法
秩
序
の
中
で
の
諸
規
定
の
調
和
を
保
た
せ
る
こ
と
に
資
す
る（

119
）。

何
故
な
ら
、
類
似
す
る

事
実
関
係
に
つ
い
て
法
適
用
の
結
果
生
ず
る
法
効
果
が
同
じ
に
な
る
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
そ
れ
と
関
連
し
て
、
法
秩
序
の
統
一
性
も
実

現
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
し
か
し
、
と
り
わ
け
法
律
問
題
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
の
は
、
外
部
的
参
照
規
定
そ
の
も
の
で
も
あ
る
。
そ
れ
に

（
115
） 　Schneider, H

ans, G
esetzgebung 3.A

ufl., H
eidelberg 2000, R

z.378.

（
116
） 　Schneider, G

esetzgebung (Fn.115), R
z.384.

（
117
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.72f.

（
118
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.73.

（
119
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.73.
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は
①
静
態
的
参
照
規
定
（statische Verw

eisung

）
と
②
動
態
的
参
照
規
定
（dynam

ische Verw
eisung

）
の
二
類
型
が
識
別
さ
れ
る（

120
）。

　

ま
ず
、
静
態
的
参
照
規
定
と
は
凡
そ
「
現
に
妥
当
し
、
当
該
参
照
規
定
中
に
規
律
さ
れ
て
い
る
規
定
を
参
照
す
る
そ
う
し
た
参
照
規

定
」（

121
）と

い
う
定
義
づ
け
が
な
さ
れ
る
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
内
部
的
参
照
規
定
、
外
部
的
参
照
規
定
と
も
に
、
先
に
も
若
干
言
及
し
た
明

確
性
の
原
則
等
と
経
済
性
原
則
と
の
調
整
を
し
つ
つ
、立
法
が
営
ま
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
言
え
る
。
次
に
、動
態
的
参
照
規
定
と
は
凡
そ「
そ

の
都
度
妥
当
し
て
い
る
規
定
を
参
照
す
る
そ
う
し
た
参
照
規
定
」（

122
）と

い
う
定
義
づ
け
が
な
さ
れ
る
。

　

で
は
、
ま
ず
、
静
態
的
外
部
的
参
照
規
定
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
と
す
る
。
近
時
で
は
、
法
律
以
外
に
も
様
々
な
社
会
規
範
あ
る
い

は
自
然
科
学
上
の
公
準
が
法
に
取
り
入
れ
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
（
私
的
規
律
）。
何
故
な
ら
、
法
も
そ
う
し
た
領
域
に
規
律
の
網
を
被
せ

る
こ
と
と
な
れ
ば
、
当
然
、
そ
う
し
た
私
的
規
律
も
法
解
釈
の
際
に
は
参
照
さ
れ
ざ
る
を
え
な
い
か
ら
で
あ
る
。
例
え
ば
、
租
税
法
に
お

い
て
は
、
天
然
資
源
に
課
さ
れ
る
税
目
の
構
築
に
つ
い
て
、
そ
う
し
た
税
目
の
名
称
を
付
す
る
た
め
に
、
天
然
資
源
に
係
る
規
準
が
参
照

さ
れ（

123
）、

正
規
簿
記
の
原
則
に
よ
っ
て
会
計
学
の
知
見
が
参
照
さ
れ
る
こ
と
も
そ
う
で
あ
る（

124
）。

し
か
し
、
そ
う
し
た
私
的
規
律
は
、
参
照
規

定
の
許
で
は
参
照
さ
れ
る
規
定
も
名
宛
人
に
と
っ
て
明
確
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い
う
要
請
が
定
立
さ
れ
て
い
る
に
も
拘
わ
ら
ず
、

公
布
手
続
を
経
て
い
な
い
の
で
、
法
治
国
家
原
則
に
鑑
み
て
、
参
照
さ
れ
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
、
と
い
う
問
題
が
提
起

さ
れ
て
い
る（

125
）。

（
120
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.73.

（
121
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.73.

（
122
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.73.

（
123
） 　Schneider, G

esetzgebung (Fn.115), R
z.401.

（
124
） 　Schneider, G

esetzgebung (Fn.115), R
z.404.

（
125
） 　K

inderm
ann, M

inisterielle R
ichtlinien (Fn.114), S.74.
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こ
の
点
、K

arpen

氏
は
、
参
照
さ
れ
る
こ
と
を
通
じ
て
、
私
的
規
律
も
、
法
規
範
に
変
わ
る
、
と
い
う（

126
）。

但
し
、
先
に
指
摘
し
た
公
布

手
続
と
の
関
係
を
直
視
し
て
、か
か
る
非
法
的
な
公
準
は
名
宛
人
に
と
っ
て
、〝
十
分
に
文
書
化
さ
れ
て
い
て
、入
手
し
や
す
く（hinreichend 

dokum
entiert und zugänglich

）〞
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い
う
要
件
が
付
さ
れ
て
い
る（

127
）。

し
か
し
、
そ
の
反
対
に
、Staats

氏
は
、
私

的
規
律
の
参
照
は
、
公
布
手
続
を
経
て
い
な
い
法
治
国
家
原
則
違
反
で
あ
り
、
そ
れ
故
、
許
さ
れ
な
い
、
と
す
る（

128
）。

　

次
に
、
動
態
的
外
部
的
参
照
規
定
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
こ
こ
で
は
、K

arpen

氏
は
、
連
邦
法
が
行
政
立
法
を
参
照
す
る
こ
と
を
例
と

し
て
、
そ
れ
が
権
力
分
立
原
則
違
反
（
明
示
の
授
権
が
な
い
場
合
）（

129
）、

民
主
主
義
違
反
（
立
法
者
に
よ
る
立
法
独
占
に
対
す
る
違
反
）（

130
）、

さ
ら
に
は
、
あ
る
州
法
が
他
の
州
法
を
参
照
す
る
こ
と
を
例
と
し
て
、
そ
れ
が
連
邦
国
家
と
し
て
の
秩
序
に
違
反
す
る
こ
と
、
を
指
摘
し

て
お
ら
れ
る
。

　

以
上
が
、
極
め
て
断
片
的
で
は
あ
っ
た
が
、
参
照
規
定
に
つ
い
て
の
議
論
の
概
要
で
あ
っ
た
。
こ
の
点
、
租
税
法
を
例
と
し
て
、
あ
く

ま
で
も
試
論
的
に
考
察
す
る
と
次
の
様
に
な
る
と
考
え
る
。
租
税
法
と
関
係
し
て
い
る
の
は
、
連
邦
法
が
行
政
立
法
を
参
照
す
る
こ
と
で

（
126
）　 K

arpen, U
rlich, Zur Verw

eisung auf R
egeln privatrechtlicher Verbände (Zu Staats ZR

P 1978 59), ZR
P 1978, 151. 　

（
127
） 　K

arpen (Fn.126), ZR
P 1978, 151.

（
128
） 　Staats, Jochan-Friedrich, Zur Problem

atik bundesrechtlicher Verw
eisungen auf R

egeln privatrechtlicher Verbände, ZR
P 1978, 59ff., 60. 

な
お
、
本

文
の
よ
う
に
法
実
務
に
お
い
て
私
的
規
律
を
参
照
し
、
そ
れ
を
拘
束
力
を
持
つ
規
範
と
し
て
承
認
す
る
と
い
う
運
用
は
し
ば
し
ば
見
ら
れ
る
。
そ
の
実
務
に

つ
い
て
、
社
会
事
象
の
複
雑
化
に
鑑
み
て
各
社
会
領
域
に
お
け
る
独
自
の
規
範
定
立
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
が
、
し
か
し
、
法
治
国
家
原
則
の
観
点
か
ら
問

題
が
提
起
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

（
129
） 　K

arpen, U
rlich, D

ie Verw
isungstechnik im

 System
 horizontaler und vertikaler G

ew
altenteilung, in:R

ödig, Jürgen (H
rsg.), Studien zu einer Theorie 

der G
esetzgebung, B

erlin u.a. 1976, S.233.

（
130
） 　K

arpen, D
ie Verw

isungstechnik (Fn.129), S.237f.
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あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
本
稿
冒
頭
で
も
指
摘
し
た
が
、
租
税
法
の
領
域
に
お
け
る
法
の
適
用
は
、
法
律
よ
り
も
下
位
の
法
令
に
多
く
を
依

存
し
て
い
る
。
逆
に
、
経
済
取
引
が
複
雑
化
し
た
た
め
、
下
位
の
法
令
を
利
用
し
て
、
法
律
上
の
課
税
要
件
に
適
用
さ
れ
る
諸
事
例
を
明

ら
か
に
し
て
お
か
な
け
れ
ば
、
課
税
庁
、
裁
判
所
の
み
で
な
く
、
納
税
義
務
者
に
も
法
的
安
定
性
は
維
持
さ
れ
え
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

必
然
的
に
施
行
令
、
施
行
規
則
、
諸
通
達
が
多
く
な
る
。
勿
論
、
実
務
上
、
そ
れ
ら
に
つ
い
て
は
授
権
が
あ
る
の
で
あ
ろ
う
が
、
も
し
、

な
い
場
合
に
は
、
そ
の
実
務
上
の
有
用
性
を
十
分
に
斟
酌
し
て
も
、
理
論
的
に
は
許
容
さ
れ
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
授
権
お
よ
び
そ
の
範
囲
・
程
度
を
明
確
に
し
て
お
く
必
要
が
あ
ろ
う
。

（
三
）　

概
算
化
規
定

　

概
算
化
規
定
は
租
税
法
に
お
い
て
は
し
ば
し
ば
用
い
ら
れ
る
。
と
り
わ
け
租
税
法
に
お
い
て
は
概
算
化
規
定
は
最
も
重
要
な
規
定
の
類

型
で
あ
る
と
い
っ
て
も
過
言
で
は
な
い
。
概
算
化
規
定
は
、
例
え
ば
、
金
額
に
代
表
さ
れ
る
一
定
の
数
量
を
以
っ
て
何
ら
か
の
規
律
を
行

う
際
に
、
例
え
ば
、
法
律
の
名
宛
人
の
う
ち
（
一
定
の
数
量
を
以
っ
て
把
握
さ
れ
る
）
あ
る
属
性
を
備
え
る
者
に
対
し
て
一
定
の
給
付
金

額
を
交
付
す
る
、
と
い
っ
た
場
合
に
用
い
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
（
抽
象
的
な
表
現
で
言
い
換
え
る
と
、「
認
識
・
経
験
を
通
じ
た
イ
メ
ー
ジ

（G
esam

tbild

）
に
基
い
て
規
律
が
な
さ
れ
る
」
と
言
い
う
る
で
あ
ろ
う（

131
））。

概
算
化
規
定
を
以
っ
て
法
律
要
件
が
不
相
当
に
詳
細
に
な
る

こ
と
が
避
け
ら
れ
る
の
で
、
そ
れ
は
、
法
律
の
見
通
し
、
そ
の
認
識
可
能
性
を
改
善
す
る
で
あ
ろ
う
。

　

な
お
、
概
算
化
規
定
は
連
邦
憲
法
裁
判
所
の
裁
判
例
に
お
い
て
も
承
認
さ
れ
て
い
る（

132
）。

そ
の
例
と
し
て
、
①
国
外
に
居
住
す
る
家
族
に

（
131
） 　K

irchhof, Paul, Steuergesetzgebung auf dem
 Prüfstand des B

undesverfasungsgericht, Stbg 1993, 510.

（
132
） 　

以
下
の
判
例
の
典
拠
と
し
て
、K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 511.
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扶
養
給
付
を
送
金
す
る
際
に
、
右
の
送
金
額
は
実
額
で
は
な
く
、
概
算
額
が
収
入
金
額
か
ら
控
除
さ
れ
得
る（

133
）。

②
政
党
に
対
す
る
寄
附
を

す
る
者
か
ら
所
得
を
稼
得
し
て
い
な
い
者
を
排
除
し
、
右
の
者
に
つ
い
て
は
寄
附
金
控
除
を
認
め
な
い（

134
）。

③
生
存
最
低
限
の
費
用
を
個
々

の
納
税
義
務
者
ご
と
に
計
算
せ
ず
、
概
算
化
し
て
い
る
こ
と（

135
）。

し
か
し
、
そ
の
際
、
衡
平
規
定
を
規
律
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
（
な
お
、

判
決
文
に
よ
る
と
、
寄
附
を
し
な
い
者
に
と
っ
て
、
そ
の
政
治
的
参
加
権
が
侵
害
さ
れ
な
い
よ
う
な
措
置
が
規
律
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ

る
、
と
さ
れ
る
）。
④
職
業
教
育
費
用
と
職
業
促
進
費
用
と
の
差
異（

136
）。

後
者
は
現
実
に
納
税
義
務
者
に
よ
っ
て
営
ま
れ
て
い
る
職
業
に
関

連
し
て
お
り
、
控
除
可
能
で
あ
る
が
、
前
者
は
将
来
就
く
か
も
し
れ
な
い
職
業
に
関
連
す
る
支
出
で
あ
っ
て
、
控
除
で
き
な
い
と
さ
れ
て

い
る
。
こ
れ
ら
の
費
用
の
識
別
は
技
術
的
理
由
か
ら
後
者
を
概
算
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行
わ
れ
て
い
る
。
ま
た
、K

irchhof

教
授
に
よ

る
と
、
累
進
税
率
も
概
算
化
の
一
類
型
で
あ
る
と
い
う（

137
）。

す
な
わ
ち
、
所
得
の
額
が
相
対
的
に
高
く
な
る
ほ
ど
、
そ
れ
だ
け
一
層
担
税
力

が
増
加
す
る
こ
と
と
な
る
が
、
そ
の
際
か
か
る
所
得
が
如
何
な
る
態
様
で
稼
得
さ
れ
た
か
は
問
わ
れ
る
こ
と
は
な
い
。

　

右
の
概
算
化
は
、
行
政
実
行
可
能
性
を
大
い
に
斟
酌
し
た
立
法
で
あ
る
と
言
え
る
で
あ
ろ
う（

138
）。Isensee

教
授
の
言
葉
を
借
り
る
と
、
そ

れ
は
類
型
化
（Typisierung

）（
139
）と

呼
ぶ
こ
と
も
で
き
る
。
租
税
法
の
如
き
大
量
手
続
法
（M

aßenverfahrensrecht

）
の
許
で
は
、
そ
の
効

（
133
） 　B

VerfG
-B

esch. v. 31. 3. 1988, 

―1 B
vR

 520/83

―, B
VerfG

E 78, 214, 227f.

（
134
） 　B

VerfG
-U

rt. v. 9. 4. 1992, 

―2 B
vE 2/89

―, B
VerfG

E 85, 264, 317.

（
135
） 　K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 511.

（
136
） 　K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 512.

（
137
） 　K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 511.

（
138
） 　K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 510.

（
139
） 　

例
え
ば
、
参
照
、Isensee, Josef, D

ie typisierende Verw
altung:G

esetzesvollzug im
 M

assenverfahren am
 B

eispiel der typisierenden B
etrachtungsw

eise 

des Steuerrechts, B
erlin 1973, S.16.
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用
は
大
き
い
で
あ
ろ
う（

140
）。

　

し
か
し
、
概
算
化
は
そ
こ
に
理
論
的
問
題
点
を
含
む
も
の
で
あ
る
。
特
に
平
等
原
則
と
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
の
関
係
に
あ
る
こ
と
は
見
逃

さ
れ
え
な
い
。
先
に
も
指
摘
し
た
が
、
応
能
負
担
原
則
を
首
尾
一
貫
し
て
実
行
し
な
け
れ
ば
租
税
立
法
は
体
系
損
壊
の
状
況
に
置
か
れ
る
。

し
た
が
っ
て
、
右
の
問
題
に
以
下
で
言
及
す
る（

141
）。

　

租
税
法
は
立
法
者
の
命
令
（D

iktum
 des G

esetzgebers

）
に
よ
り
構
成
さ
れ
て
い
る
と
言
わ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
租
税
を
通
じ
て
国
家

は
国
家
活
動
に
必
要
な
原
資
を
私
人
の
経
済
活
動
の
成
果
か
ら
調
達
す
る
が
、
そ
れ
は
同
時
に
私
人
の
経
済
活
動
に
対
す
る
制
約
を
も
意

味
す
る
。
し
た
が
っ
て
、立
法
者
の
制
定
す
る
法
律
を
通
じ
て
租
税
債
務
を
根
拠
付
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、①
憲
法
上
の
価
値
（
租
税
正
義
、

体
系
を
支
え
る
諸
原
則
）
を
実
現
す
る
こ
と
、
②
法
律
に
実
定
性
を
持
た
せ
て
、
そ
れ
を
通
じ
て
明
確
性
、
計
算
可
能
性
、
遵
守
可
能
性

（B
efolgbarkeit

）
を
実
現
す
る
こ
と
、
の
二
点
が
両
方
と
も
可
能
と
な
る
の
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
租
税
債
務
を
根
拠
付
け
る
法
律
が
平
等
で
あ
っ
て
は
じ
め
て
法
適
用
も
平
等
で
あ
る
こ
と
の
前
提
が
実
現
す
る
こ
と
と
な
る
。

す
な
わ
ち
、
法
律
と
い
う
一
般
的
な
形
で
租
税
債
務
を
規
律
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
右
の
租
税
債
務
の
平
等
も
実
現
さ
れ
る
。Isensee

教

授
は
、
こ
の
点
を
〝
合
法
性
に
よ
っ
て
は
じ
め
て
平
等
が
実
現
す
る
〞（

142
）と

評
し
て
お
ら
れ
る
。

　

以
上
の
様
に
、
租
税
法
は
個
々
の
納
税
義
務
者
の
担
税
力
を
個
別
に
斟
酌
し
た
形
で
税
負
担
を
創
設
す
る
こ
と
が
憲
法
上
要
請
さ
れ
る

が
、
し
か
し
、
行
政
実
行
可
能
性
の
点
で
問
題
が
生
ず
る
。
す
な
わ
ち
、
個
々
の
納
税
者
が
自
己
の
生
活
事
情
の
う
ち
主
観
的
側
面
を
有

す
る
事
情
の
存
在
を
課
税
庁
に
対
し
て
証
明
す
る
こ
と
は
実
際
に
は
困
難
で
あ
る
。
加
え
て
、
課
税
庁
も
個
人
の
私
的
生
活
領
域
に
課
税

（
140
） 　K

irchhof (Fn.131), Stbg 1993, 510.

（
141
） 　

参
照
、Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 7.

（
142
） 　Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 7.
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目
的
の
み
を
援
用
し
て
右
の
主
観
的
側
面
を
有
す
る
事
情
の
真
偽
を
調
査
す
る
こ
と
は
今
日
の
基
本
権
ド
グ
マ
ー
テ
ィ
ク
に
照
ら
し
て
行

う
こ
と
は
で
き
な
い（

143
）。

し
た
が
っ
て
、
課
税
庁
は
事
実
上
（
法
的
に
も
そ
う
で
あ
る
）
個
々
の
納
税
義
務
者
に
関
す
る
租
税
法
上
重
要
な

事
項
を
十
分
に
調
査
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
右
の
如
く
現
実
に
生
じ
て
い
る
行
政
の
資
源
（K

apazität

）
の
有
限
性
を
直
視
し
て
、
課

税
を
実
効
的
か
つ
適
時
に
行
う
た
め
に
、
課
税
庁
が
納
税
者
の
あ
ら
ゆ
る
事
情
を
調
査
・
認
識
し
な
い
で
課
税
を
行
う
こ
と
も
適
法
で
あ

る
と
す
る
運
用
が
通
達
に
基
い
て
行
わ
れ
て
い
る
。

　

以
上
を
要
す
る
に
行
政
作
用
の
現
実
を
直
視
す
る
と
、
法
律
に
よ
っ
て
概
算
化
課
税
を
行
う
こ
と
は
最
早
避
け
ら
れ
な
い（

144
）。

そ
こ
に
、

類
型
化
が
し
ば
し
ば
用
い
ら
れ
る
事
情
が
見
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
右
の
事
情
つ
い
て
、Isensee

教
授
は
、「
抽
象
的
か
つ
一
般
的
な
規
律

に
代
え
て
類
型
化
し
た
規
律
を
制
定
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
法
律
は
法
執
行
の
個
別
的
正
義
の
ジ
レ
ン
マ
を
法
執
行
が
有
効
に
機
能
し
な

い
場
に
お
い
て
緩
和
す
る
。
法
執
行
が
簡
素
に
行
わ
れ
る
た
め
に
、
本
来
は
異
な
る
法
律
効
果
が
生
ず
る
よ
う
に
要
件
事
実
が
異
な
っ
て

い
る
に
も
拘
ら
ず
、
立
法
者
は
そ
れ
に
同
一
の
法
律
効
果
を
結
び
つ
け
る
」
と
述
べ
る（

145
）。

さ
ら
にIsensee

教
授
は
、
実
際
に
費
用
が
い

く
ら
生
じ
た
か
否
か
を
考
慮
す
る
こ
と
な
く
付
与
さ
れ
る
あ
ら
ゆ
る
使
用
人
に
つ
い
て
の
一
課
税
年
度
に
つ
き
最
低
二
〇
〇
〇
マ
ル
ク
の

必
要
経
費
控
除
、
事
業
者
が
な
す
寄
附
に
つ
い
て
一
定
額
を
越
え
る
も
の
に
つ
い
て
は
損
金
算
入
を
一
律
に
認
め
な
い
こ
と
等
を
挙
げ
て

お
ら
れ
る（

146
）。

（
143
） 　

例
え
ば
、
参
照
、Streck, M

ichael, Erfahrungen m
it der R

echtsanw
endungspraxis der Finanzäm

ter (einschlielich A
ußenprüfungsstellen) bei der 

A
bgrenzung der B

etriebsausgaben/W
erbungskosten von den Privatausgaben, in:Schön, H

artm
ut (H

rsg.), D
ie A

bgrenzung der B
etriebs- oder 

B
erufssphäre von der Privatsphäre im

 Einkom
m

ensteuerrecht, K
öln 1980, S.273ff., S.274ff.

（
144
） 　

ド
イ
ツ
に
お
け
る
簡
素
化
を
指
向
す
る
税
制
改
革
の
許
で
は
、
例
え
ば
、
必
要
経
費
・
事
業
支
出
の
概
算
化
、
現
物
給
与
価
額
の
評
価
方
法
等
の
概
算
化

が
企
図
さ
れ
て
い
た
。
参
照
、Seer (Fn.38), StuW

 1995, 186.

（
145
） 　Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 9.
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右
の
よ
う
な
立
法
に
よ
っ
て
、
確
か
に
法
律
は
簡
素
に
な
り
、
加
え
て
法
執
行
も
容
易
に
な
る
。
す
な
わ
ち
、
納
税
義
務
者
は
納
税
申

告
を
す
る
際
に
、
例
え
ば
実
際
に
要
し
た
費
用
の
実
額
を
証
明
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
し
、
課
税
庁
も
納
税
義
務
者
の
私
的
生
活
に
介
入

し
て
租
税
法
上
重
要
な
事
実
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
も
な
い
。
し
か
し
、
仮
に
右
の
よ
う
な
概
算
化
課
税
を
厳
格
に
行
っ
た
場
合
に
は
、

個
々
の
納
税
義
務
者
の
特
殊
事
情
は
斟
酌
さ
れ
え
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
ま
さ
に
こ
こ
に
憲
法
問
題
が
生
ず
る
。
例
え
ば
、
先
に
も
指
摘

し
た
が
平
等
原
則
は
個
々
の
納
税
義
務
者
の
実
際
に
稼
得
し
た
所
得
お
よ
び
そ
の
た
め
に
要
す
る
費
用
を
斟
酌
し
て
課
税
が
な
さ
れ
る
こ

と
を
要
請
す
る
の
で
、
概
算
化
は
平
等
原
則
に
違
反
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
言
え
よ
う
。
右
の
如
き
相
克
を
回
避
す
る
た
め
の
便
法
と
し

て
衡
平
規
定
（B

illigkeitskorrektiv

）
が
挙
げ
ら
れ
る（

147
）。

こ
の
点
に
つ
い
てIsensee

教
授
は
次
の
よ
う
に
整
理
し
て
お
ら
れ
る（

148
）。

例
え
ば
、

租
税
債
務
を
創
出
す
る
規
範
が
あ
り
、
右
の
規
範
が
あ
ら
ゆ
る
納
税
義
務
者
の
中
で
少
数
の
者
に
対
し
て
の
み
過
重
な
税
負
担
を
課
す
と

す
る
。
そ
の
際
、そ
れ
は
、右
の
少
数
の
納
税
義
務
者
で
な
い
、残
余
の
多
数
の
納
税
義
務
者
に
と
っ
て
租
税
特
別
措
置
と
な
る
。
し
た
が
っ

て
、
当
該
少
数
の
納
税
義
務
者
に
と
っ
て
は
、
平
等
原
則
に
違
反
す
る
租
税
法
律
が
規
律
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
な
る
。
そ
の
際
、
客
観
的

状
況
に
応
じ
て
右
の
税
負
担
の
差
異
が
正
当
化
で
き
な
い
と
き
に
は
、
課
税
庁
に
よ
っ
て
税
負
担
の
免
除
（Steuerdispens

）
が
な
さ
れ

る
こ
と
が
衡
平
（B

illigkeit

）
で
あ
る
。
そ
れ
を
衡
平
に
基
く
納
税
義
務
の
免
除
と
い
う
。

　

こ
こ
で
、
法
律
に
よ
り
納
税
義
務
者
の
所
得
計
算
上
の
費
用
が
概
算
的
に
規
律
さ
れ
て
い
る
と
し
よ
う
。
以
上
の
よ
う
な
納
税
義
務
の

（
146
） 　Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 9.

（
147
） 　Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 10.

（
148
） 　Isensee, Josef, D

as B
illigkeitskorrektiv des Steuergesetzes:R

echtsfertigung und R
eichw

eite des Steuererlasses im
 R

echtssystem
 des 

G
rundgesetzes, Jakobs, H

orst H
einrich (H

rsg.), Festschrift für W
erner Flum

e zum
 70.G

eburstag, K
öln 1978, S.129ff., S.134ff.;K

irchhof, Paul, 

G
esetz und B

illigkeit im
 A

bgabenrecht, A
chterberg, N

orbert, (H
rsg.), R

echt und Staat im
 sozialen W

andel:Festschrift für H
ans U

lrich Scrupin zum
 

80 .G
eburstag, B

erlin 1983, 775ff., S.780ff. 

ま
た
は
、
参
照
、
岩
崎
政
明
「
納
税
義
務
の
軽
減
免
除
」
日
税
研
論
集
三
二
号
八
三
頁
以
下
。
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免
除
制
度
を
参
考
に
す
る
と
、
類
型
化
措
置
に
よ
っ
て
概
算
的
計
算
さ
れ
る
費
用
に
基
い
て
税
負
担
の
計
算
が
な
さ
れ
た
と
き
に
は
、
そ

れ
は
真
の
税
負
担
が
計
算
さ
れ
た
と
き
と
は
言
え
な
い
。
す
な
わ
ち
、
概
算
的
費
用
と
真
実
の
費
用
と
の
間
に
相
当
程
度
の
乖
離
が
あ
る

と
認
め
ら
れ
る
と
き
に
は
、
平
等
な
課
税
を
実
現
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、
か
か
る
事
態
に
お
い
て
は
納
税
義
務
者
お

よ
び
課
税
庁
が
右
の
よ
う
な
案
件
の
処
理
を
行
う
べ
き
法
制
度
が
用
意
さ
れ
て
然
る
べ
き
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
納
税
義
務
者
が
課
税

庁
に
対
し
て
、
一
定
の
手
続
に
則
っ
て
、
真
実
の
費
用
に
基
い
て
税
額
計
算
を
行
う
こ
と
を
請
求
す
る
途
が
開
か
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

　

し
た
が
っ
て
、
右
の
衡
平
規
定
は
概
算
化
規
定
を
具
体
的
な
事
例
に
適
用
す
る
際
に
生
ず
る
不
合
理
を
回
避
す
る
途
を
供
す
る
も
の
で

あ
る
と
評
し
得
る（

149
）。

（四）　

経
過
規
定

１　

法
律
と
時
間
―
法
律
の
時
間
的
効
力
―

　

多
く
の
者
は
、
経
済
取
引
を
行
う
に
際
し
て
、
法
律
を
意
識
す
る
。
す
な
わ
ち
、
自
ら
が
行
お
う
と
企
図
し
て
い
る
取
引
が
法
律
に
よ

り
禁
止
さ
れ
て
い
な
い
か
、
当
該
取
引
に
許
可
は
必
要
で
あ
る
の
か
等
が
そ
れ
で
あ
る
。
そ
う
し
た
名
宛
人
の
意
識
す
る
法
律
あ
る
い
は

規
律
の
代
表
例
は
租
税
法
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
人
は
自
ら
の
行
う
取
引
に
課
さ
れ
る
税
負
担
を
斟
酌
し
て
行
動
せ
ざ
る
を
得
な
い
ほ
ど
、

税
負
担
は
重
く
、
経
済
取
引
の
様
々
な
局
面
に
租
税
法
は
結
び
つ
い
て
い
る
。
そ
の
反
対
に
、
租
税
特
別
措
置
の
存
在
を
納
税
義
務
者
が

（
149
） 　Isensee (Fn.30), StuW

 1994, 10.
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認
識
す
れ
ば
、
彼
は
そ
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
取
引
を
構
成
す
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
逆
に
言
う
と
、
取

引
の
ベ
ー
ス
を
な
す
法
律
が
変
化
す
る
と
、
つ
ま
り
法
律
が
改
正
さ
れ
る
と
、
名
宛
人
は
取
引
を
躊
躇
す
る
こ
と
も
あ
ろ
う
。
特
に
、
名

宛
人
に
と
っ
て
不
利
に
な
る
法
改
正
が
頻
繁
に
行
わ
れ
る
こ
と
は
実
際
上
好
ま
し
い
こ
と
で
は
な
く
、
法
律
問
題
を
も
生
じ
さ
せ
る
。
そ

れ
が
、
名
宛
人
の
信
頼
保
護
と
法
改
正
と
の
相
克
と
い
う
問
題
で
あ
り
、
そ
れ
を
解
決
す
る
の
が
こ
こ
で
論
じ
ら
れ
る
経
過
規
定
で
あ
る
。

　

さ
て
、
経
過
規
定
は
法
状
況
の
変
化
に
伴
い
、
当
該
法
律
の
名
宛
人
に
係
る
既
存
の
権
利
を
保
護
す
る
こ
と
に
資
す
る
。
①
租
税
法
に

お
い
て
は
、
法
改
正
の
頻
度
が
高
い
の
で
、
納
税
義
務
者
の
権
利
利
益
を
保
護
す
る
に
は
経
過
規
定
が
有
効
で
あ
る
。
加
え
て
②
大
規
模

な
税
制
改
革
が
な
さ
れ
る
際
に
は
、
当
該
税
制
改
革
の
前
後
で
、
法
状
況
に
大
き
な
変
化
が
あ
る
こ
と
は
し
ば
し
ば
で
あ
ろ
う
。
そ
の
際
、

少
な
く
と
も
、
納
税
者
の
信
頼
保
護
の
機
能
を
経
過
規
定
は
有
す
る（

150
）。

そ
の
他
に
も
（
広
い
意
味
で
は
信
頼
保
護
に
含
ま
れ
る
こ
と
か
も

し
れ
な
い
が
）
税
制
改
革
時
に
お
け
る
納
税
義
務
者
に
係
る
社
会
経
済
生
活
上
の
地
位
の
変
化
に
よ
っ
て
、
不
利
益
を
も
た
ら
さ
な
い
と

い
う
効
果
を
も
経
過
規
定
は
持
ち
う
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
以
下
で
は
、
立
法
実
務
に
お
い
て
利
用
さ
れ
る
遡
及
効
を
伴
う
法
律（

151
）を

も
視
野
に
入
れ
つ
つ
、
断
片
的
な
分
析
で
は
あ

る
が
、
納
税
義
務
者
に
と
っ
て
の
不
利
益
を
も
た
ら
す
法
律
改
正
と
当
該
新
法
制
定
の
際
に
生
ず
る
可
能
性
の
あ
る
納
税
義
務
者
の
権
利

侵
害
を
防
止
す
る
経
過
規
定
の
立
法
の
あ
り
よ
う
が
検
討
さ
れ
る
。
但
し
、
こ
こ
で
は
経
過
規
定
の
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は
触
れ
ず
に
、

そ
の
配
備
が
あ
り
う
る
場
面
の
提
示
を
行
う
こ
と
と
し
た
い
。

（
150
） 　

近
時
、
ド
イ
ツ
で
は
、
公
法
領
域
に
お
け
る
信
頼
保
護
原
則
に
関
す
る
教
授
資
格
論
文
が
公
に
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
許
で
、
経
過
規
定
の
重
要
性
お
よ
び

構
築
の
あ
り
よ
う
が
議
論
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
は
、重
要
か
つ
重
厚
な
も
の
で
あ
る
ゆ
え
、本
章
に
お
い
て
す
べ
て
言
及
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
し
た
が
っ

て
、
本
格
的
検
討
は
別
の
機
会
に
譲
る
。

（
151
） 　

遡
及
効
に
つ
い
て
、
参
照
、R

öhl, K
laus F., A

llgem
eine R

echtslehre:Ein  Lehrbuch, K
öln u.a. 2001, S.567f.
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な
お
、
グ
ラ
ー
ツ
に
お
い
て
開
催
さ
れ
た
第
二
八
回
ド
イ
ツ
租
税
法
学
会
総
会
に
お
い
て
、
租
税
法
に
お
け
る
信
頼
保
護
が
共
通
テ
ー

マ
と
し
て
議
論
さ
れ
た（

152
）。

そ
れ
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
前
叙
の
問
題
を
検
討
す
る
こ
と
と
し
た
い（

153
）。

　

改
め
て
言
え
ば
、
経
過
規
定
を
論
ず
る
こ
と
は
、
法
律
の
時
間
的
効
力
に
係
る
納
税
義
務
者
へ
の
不
利
益
の
発
生
を
防
止
す
る
こ
と
に

他
な
ら
な
い
。
以
下
で
は
法
律
の
持
つ
時
間
的
効
力
に
係
る
属
性
と
、
そ
こ
か
ら
生
ず
る
納
税
義
務
者
に
と
っ
て
の
信
頼
保
護
原
則
と
の

関
係
に
言
及
し
た
い
。

　

一
般
的
な
文
脈
に
お
い
て
、
法
律
は
そ
の
有
効
期
間
の
恒
久
性
を
そ
の
特
徴
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
現
実
に
は
、
有
効
期
間
に
区
切

り
の
あ
る
こ
と
が
多
い
。
加
え
て
、
こ
こ
で
の
視
角
か
ら
す
る
と
、
法
律
は
立
法
者
に
よ
っ
て
改
正
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
そ
れ
は
、

有
効
期
間
の
恒
久
性
と
い
う
属
性
と
相
克
す
る
。
尤
も
、
立
法
者
は
法
律
を
改
廃
す
る
権
限
を
有
す
る
た
め
、
法
律
の
改
正
が
好
ま
し
く

な
い
、
あ
る
い
は
違
憲
で
あ
る
と
一
般
的
に
断
ず
る
こ
と
は
到
底
で
き
な
い
。

２　

法
律
の
存
続
と
信
頼
保
護

　

ま
さ
に
、
こ
こ
で
提
起
さ
れ
た
問
題
、
す
な
わ
ち
、
経
過
規
定
を
設
け
る
か
否
か
の
問
題
は
、
具
体
的
に
、
以
下
の
如
き
議
論
を
通
じ

て
回
答
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
と
思
わ
れ
る
。B

irk
教
授
に
よ
る
と
、
納
税
義
務
者
は
国
家
制
度
の
存
続
に
対
し
て
信
頼
す
る
こ
と
に

係
る
利
益
を
有
し
て
お
り
、
そ
う
し
た
存
続
す
る
制
度
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
彼
は
公
共
の
福
祉
お
よ
び
自
己
の
自
由
に
資
す
る
行
為
を
行

う
こ
と
が
で
き
る
、
と
い
う（

154
）。

し
た
が
っ
て
、
所
論
に
よ
る
と
、
右
の
納
税
義
務
者
の
信
頼
に
影
響
を
及
ぼ
す
法
律
の
改
廃
に
は
、
一
定

（
152
） 　Pezzer, H

einz-Jürgen (H
srg.), Vertrauensschutz im

 Steuerrecht, K
öln 2004.

（
153
） 　

概
要
は
、K

eß, Thom
as/Torsten O

tterm
ann, Vertrauensschutz im

 Steuerrecht:B
ericht von der 28.Jahrestagung der D

uetschen Steuerjuristischen 

G
esellschaft in G

raz, StuW
 2004, 87ff.

に
お
い
て
知
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
154
） 　B

irk, D
ieter, K

ontinuitätsgew
ähr und Vertrauensschutz, in:Pezzer (H

rsg.), Vertrauensschutz (Fn.152), S.10f., S.17.
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の
限
界
が
あ
り
、
そ
れ
は
法
治
国
家
原
則
お
よ
び
基
本
権
か
ら
導
出
さ
れ
る（

155
）。

　

な
お
、
租
税
法
の
領
域
に
お
い
て
は
、
納
税
義
務
者
の
信
頼
保
護
の
あ
り
よ
う
に
関
連
し
て
、
次
の
よ
う
な
言
明
が
一
般
的
に
妥
当
し

て
い
る
。
す
な
わ
ち
、納
税
義
務
者
は
①
処
分
行
為
の
安
定
性（D

ispositionssicherheit

）お
よ
び
②
計
画
の
安
定
性（Planungssicherheit

）

を
有
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う（

156
）。

納
税
義
務
は
納
税
義
務
者
の
な
し
た
経
済
的
取
引
行
為
の
成
果
に
付
着
し
て
お
り
、
右
の
義

務
を
発
生
さ
せ
る
法
律
が
頻
繁
に
改
廃
さ
れ
る
と
、
彼
は
自
ら
行
う
処
分
行
為
た
る
取
引
行
為
を
行
う
こ
と
を
、
租
税
法
律
の
頻
繁
な
改

廃
に
鑑
み
て
、
躊
躇
す
る
か
も
し
れ
な
い
、
し
た
が
っ
て
、
租
税
法
律
の
改
廃
は
抑
制
的
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
す
る
の
が
処
分
行

為
の
安
定
性
か
ら
の
要
請
で
あ
る
。
そ
し
て
、
納
税
義
務
者
は
、
自
ら
行
う
経
済
取
引
行
為
を
、
租
税
法
を
も
斟
酌
し
た
形
で
行
う
の
が

通
常
で
あ
り
、
そ
の
意
思
決
定
の
ベ
ー
ス
と
な
る
の
が
租
税
法
律
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま
で
も
な
い
、
そ
し
て
、
意
思
決
定
、
言
い
換
え

る
と
計
画
の
ベ
ー
ス
と
な
る
も
の
は
で
き
る
だ
け
変
更
を
加
え
ら
れ
る
こ
と
な
く
存
続
す
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
し
た
が
っ
て
、
同
じ
く

租
税
法
律
の
改
廃
は
抑
制
的
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
い
う
の
が
計
画
の
安
定
性
か
ら
の
要
請
で
あ
る
。

３　

法
律
の
改
廃
と
信
頼
保
護

（１）　

改
廃
に
慎
重
さ
が
要
求
さ
れ
る
場
合

　

M
ellinghoff

氏
に
よ
る
と
、租
税
法
律
に
係
る
信
頼
保
護
に
つ
い
て
は
、法
治
国
家
原
則
と
並
ん
で
、一
般
的
平
等
原
則
も
重
要
で
あ
る
、

と
い
う（

157
）。

所
論
に
よ
る
と
、
右
原
則
は
、
時
間
と
い
う
ア
ス
ペ
ク
ト
の
許
で
、
法
律
の
名
宛
人
が
平
等
扱
い
の
対
象
と
な
る
こ
と
を
要
求

（
155
） 　B

irk, K
ontinuitätsgew

ähr (Fn.154), S.13.

（
156
） 　

し
か
し
、
両
者
の
異
同
は
識
別
し
難
く
、
か
か
る
識
別
の
実
益
も
本
稿
執
筆
段
階
で
は
明
ら
か
で
は
な
い
が
、
一
応
、
ド
イ
ツ
の
議
論
の
現
状
と
し
て
付

言
し
て
お
く
。
な
お
、
両
者
の
概
念
に
つ
き
、H

ey, Johanna, Steuerplanungssicherheit als R
echtsproblem

, K
öln 2002

を
参
照
。

（
157
） 　M

ellinghoff, R
udolf, Vertrauen in das Steuergesetz, in:Pezzer (H

rsg.), Vertrauensschutz (Fn.152), S.29.
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す
る
。
こ
こ
で
、
平
等
原
則
を
援
用
し
た
と
き
、
名
宛
人
の
信
頼
保
護
を
実
現
す
る
際
に
、
如
何
な
る
効
果
を
持
つ
か
が
問
題
と
な
る
。

既
に
述
べ
た
如
く
、（
法
治
国
家
原
則
か
ら
導
出
さ
れ
る
）
法
的
安
定
性
や
名
宛
人
の
基
本
権
（
租
税
法
の
領
域
に
お
い
て
は
経
済
的
基

本
権
で
あ
ろ
う
）
を
援
用
す
る
と
、
当
該
名
宛
人
を
判
断
の
基
礎
と
し
て
処
分
行
為
の
安
定
性
の
侵
害
の
有
無
が
問
題
と
な
る
。
こ
こ
で

M
ellinghoff

氏
は
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
法
の
議
論
を
引
用
し
つ
つ
、
租
税
法
上
の
規
定
が
特
定
の
グ
ル
ー
プ
に
何
度
も
当
て
は
ま
り
、
法
改

正
（
に
よ
る
不
利
益
）
が
特
別
の
犠
牲
を
意
味
す
る
場
合
、
立
法
者
が
認
め
た
権
利
の
撤
回
ま
た
は
変
更
が
客
観
的
に
根
拠
づ
け
で
き
な

い
場
合
、
規
範
の
服
従
者
が
法
状
況
へ
の
正
当
な
信
頼
に
つ
き
、
重
大
な
侵
害
に
よ
り
幻
滅
さ
せ
ら
れ
、
例
え
ば
、
特
別
の
状
況
が
遡
及

効
を
必
要
と
し
な
い
に
も
拘
わ
ら
ず
、
遡
及
効
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
、
平
等
原
則
違
反
で
あ
る
旨
指
摘
す
る
。

　

続
け
て
、M

ellinghoff

氏
は
、
租
税
特
別
措
置
等
の
社
会
目
的
規
範
に
つ
い
て
、
と
り
わ
け
高
い
信
頼
保
護
が
供
さ
れ
る
の
か
否
か
、

と
い
う
論
点
に
も
言
及
し
て
お
ら
れ
る（

158
）。

右
の
問
い
は
、
す
な
わ
ち
、
社
会
目
的
規
範
に
つ
い
て
は
、
立
法
者
が
あ
る
社
会
目
的
を
達
成

す
る
た
め
に
、
名
宛
人
に
対
し
て
メ
リ
ッ
ト
ま
た
は
デ
メ
リ
ッ
ト
を
供
し
て
特
定
の
作
為
ま
た
は
不
作
為
を
誘
導
し
よ
う
と
い
う
強
力
な

企
図
が
認
め
ら
れ
る
か
ら
、
名
宛
人
は
立
法
者
が
持
つ
右
の
強
力
な
意
思
に
対
し
て
信
頼
を
置
く
た
め
、
か
か
る
社
会
目
的
規
範
の
改
廃

は
通
常
の
法
律
（
租
税
法
に
お
い
て
は
財
政
目
的
規
範
が
典
型
で
あ
る
）
の
改
廃
よ
り
も
抑
制
的
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
、

と
い
う
問
題
提
起
か
ら
生
ず
る
（
財
政
目
的
規
範
、
社
会
目
的
規
範
、
簡
素
化
目
的
規
範
と
い
っ
た
規
範
の
識
別
も
そ
の
問
い
の
前
提
で

あ
る
）。

　

右
の
問
い
に
つ
き
、
確
か
に
、
社
会
目
的
規
範
で
な
く
と
も
、
す
な
わ
ち
財
政
目
的
規
範
や
簡
素
化
目
的
規
範
で
あ
っ
て
も
、
税
収
獲

得
あ
る
い
は
法
執
行
の
円
滑
化
（
＝
簡
素
化
）
と
い
っ
た
目
的
も
立
法
者
に
よ
っ
て
強
力
に
追
求
さ
れ
る
目
的
に
は
変
わ
り
が
な
い
の
で

（
158
） 　M

ellinghoff, Vertrauen in das Steuergesetz (Fn.157), S.32.
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あ
る
か
ら
、
社
会
目
的
規
範
に
つ
い
て
の
み
、
特
別
に
改
廃
に
つ
い
て
慎
重
さ
が
要
求
さ
れ
る
と
考
え
る
こ
と
に
は
無
理
が
あ
る
、
と
結

論
付
け
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
し
か
し
、
他
方
で
、
租
税
特
別
措
置
の
如
き
社
会
目
的
規
範
と
い
う
、
相
対
的
に
少
数
の
名
宛
人
に
適
用

さ
れ
る
〝
特
別
な
〞
規
範
に
は
、
例
え
ば
、
財
政
目
的
規
範
と
い
っ
た
、
い
わ
ゆ
る
租
税
通
常
措
置
と
は
異
な
る
意
味
が
、
名
宛
人
に
と
っ

て
は
、
供
さ
れ
る
こ
と
も
否
定
で
き
な
い
と
も
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、M

ellinghoff

氏
は
、
社
会
目
的
規
範
に
つ
い
て
、
納
税
義

務
者
に
と
っ
て
、
明
白
な
規
範
目
的
が
認
識
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
か
か
る
社
会
目
的
規
範
の
改
廃
は
納
税
義
務
者
の
信
頼
を
毀
損
す

る
可
能
性
が
あ
る
、
と
い
う（

159
）。

　

な
お
、
右
の
論
点
と
関
係
し
て
、
明
文
で
、
そ
の
有
効
期
限
が
付
さ
れ
た
法
律
も
、
そ
の
存
続
に
対
す
る
納
税
義
務
者
の
高
い
信
頼
を

保
障
す
る
と
考
え
ら
れ
、
改
廃
は
原
則
と
し
て
許
さ
れ
な
い
、
と
さ
れ
る
。
ま
た
、
法
律
の
改
廃
に
よ
る
名
宛
人
に
対
す
る
不
利
益
が
大

き
い
場
合
に
も
、
改
廃
は
少
な
く
と
も
謙
抑
的
で
あ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

（２）　

違
憲
の
法
律
の
改
廃

　

さ
て
、
さ
ら
に
問
題
と
な
る
の
が
、
違
憲
の
法
律
の
改
廃
に
つ
い
て
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
違
憲
の
法
律
は
本
来
あ
っ
て
は
な
ら
な
い

は
ず
の
も
の
で
あ
る
か
ら
、
改
廃
も
容
易
で
あ
る
と
推
察
さ
れ
る
。
し
か
し
、
違
憲
の
状
態
は
名
宛
人
に
一
義
的
に
は
認
識
し
難
い
で
あ

ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、違
憲
の
法
状
況
に
信
頼
を
置
い
て
行
動
す
る
納
税
義
務
者
に
係
る
信
頼
保
護
が
問
題
と
な
る
。
言
い
換
え
る
と
、「
あ

る
法
律
が
違
憲
で
あ
る
と
き
に
、
そ
れ
を
信
頼
の
ベ
ー
ス
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
、
ま
た
は
違
憲
の
法
律
を
、
違
憲
で
あ
る
こ
と
を
根

拠
と
し
て
改
廃
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
否
か
」
が
問
わ
れ
て
い
る（

160
）。

　

さ
て
、
右
の
問
い
に
対
す
る
回
答
を
与
え
て
い
る
の
がH

ey

教
授
で
あ
る
。
所
論
に
よ
る
と
、
先
に
指
摘
し
た
如
く
、
違
憲
の
法
律
を

（
159
） 　M

ellinghoff, Vertrauen in das Steuergesetz (Fn.157), S.47f.

（
160
） 　H

ey, Johanna, Vertrauen in das fehlerhafte Steuergesetz in:Pezzer (H
rsg.), Vertrauensschutz (Fn.152), S.91ff.
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改
廃
す
る
こ
と
は
理
論
上
は
望
ま
し
い
こ
と
な
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
改
廃
は
制
約
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
く
、
む
し
ろ
促
進
さ
れ
る
べ
き

と
も
考
え
ら
れ
る
が
、
し
か
し
、
あ
る
法
律
が
違
憲
か
否
か
は
一
義
的
に
は
明
ら
か
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
と
り
わ
け
あ

る
租
税
特
別
措
置
が
、
一
般
的
平
等
原
則
に
照
ら
し
て
違
憲
で
あ
る
と
し
て
、
納
税
義
務
者
に
は
そ
の
違
憲
が
明
ら
か
で
な
い
、
と
い
っ

た
場
合
は
相
当
程
度
認
め
ら
れ
る
は
ず
で
あ
る
。
そ
の
際
、
納
税
義
務
者
は
租
税
特
別
措
置
の
享
受
可
能
性
に
信
頼
を
置
く
の
が
通
常
で

あ
ろ
う
か
ら
、
違
憲
で
あ
る
法
律
の
改
廃
の
可
否
が
問
題
と
さ
れ
ざ
る
を
得
な
い
。

　

H
ey

教
授
に
よ
る
と（

161
）、

あ
る
法
律
の
違
憲
が
法
的
に
確
定
さ
れ
る
の
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
よ
っ
て
確
認
さ
れ
た
と
き
（
①
‐
Ⅰ
）、

加
え
て
、
あ
る
法
律
が
Ｅ
Ｕ
法
違
反
で
あ
る
と
き
に
は
、
欧
州
裁
判
所
が
そ
れ
を
確
認
し
た
と
き
（
①
‐
Ⅱ
）、
で
あ
る
。
そ
し
て
、
右

の
違
憲
確
認
は
納
税
義
務
者
に
周
知
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
（
②
）。
し
た
が
っ
て
、
右
の
如
き
要
件
で
あ
る
①
‐
Ⅰ
ま
た
は
①
‐
Ⅱ
、
お

よ
び
②
が
充
足
さ
れ
た
場
合
に
は
、
違
憲
の
法
律
の
改
廃
は
許
容
さ
れ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
次
に
、
必
ず
し
も
そ
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
が

明
確
で
は
な
い
が
、
信
頼
保
護
に
優
越
す
る
公
共
の
利
益
が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
違
憲
で
あ
る
法
律
の
改
廃
が
許
容
さ
れ
る
、
と
い
う（

162
）。

さ
て
、
右
の
如
き
立
論
を
如
何
に
評
価
す
べ
き
で
あ
る
か
。
前
者
の
違
憲
が
裁
判
所
に
よ
っ
て
確
認
さ
れ
た
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、
改
廃

は
許
容
さ
れ
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
が
、
後
者
の
、（
こ
こ
で
は
、
そ
う
し
た
明
確
な
確
定
を
伴
わ
な
い
場
合
を
指
す
の
で
あ
ろ
う
か
。

も
し
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
）
公
共
の
利
益
を
援
用
し
つ
つ
改
廃
を
行
う
と
い
う
立
場
に
対
し
て
は
な
お
不
明
確
性
の
残
る
解
法
で
あ
る
と

の
見
方
も
あ
り
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
右
の
如
き
場
合
に
つ
い
て
は
、
経
過
規
定
を
配
備
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
改
廃
を
許

容
す
べ
き
で
場
合
も
あ
り
う
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

　

次
に
、
法
状
況
が
違
憲
で
あ
っ
た
こ
と
を
根
拠
に
、
改
廃
を
通
じ
て
新
た
に
創
出
さ
れ
た
合
憲
の
法
状
況
に
遡
及
効
を
持
た
せ
う
る
か

（
161
） 　H

ey, Vertrauen (Fn.160), S.103ff.

（
162
） 　H

ey, Vertrauen (Fn.160), S.109.
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否
か
、
が
問
題
と
な
る
。
も
し
、
遡
及
効
を
持
た
せ
た
改
廃
が
な
さ
れ
る
場
合
に
は
、
経
過
規
定
が
必
要
と
な
る
と
す
る
立
場
も
あ
る
か

も
し
れ
な
い
。H

ey

教
授
に
よ
る
と（

163
）、

遡
及
効
を
伴
う
改
廃
を
行
う
た
め
に
は
利
益
衡
量
が
な
さ
れ
る
必
要
が
あ
ろ
う
が
、
実
定
法
に
根

拠
を
求
め
る
と
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
法
七
九
条
二
項
一
文
（〝
一
定
の
場
合
を
除
き
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
よ
り
無
効
と
判
断
さ
れ
た
規

範
に
基
づ
い
て
な
さ
れ
た
判
決
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
効
力
が
失
わ
れ
な
い
〞
と
規
定
さ
れ
て
い
る
）
お
よ
び
租
税
通
則
法
一
七
六
条
一
項

一
文
一
号
に
依
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
る
。
右
の
規
定
に
よ
る
と
、
法
律
の
改
廃
の
際
に
は
、
そ
れ
が
、
名
宛
人
た
る
納
税
義
務
者
の

不
利
益
に
な
ら
な
い
よ
う
に
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
こ
と
が
推
論
さ
れ
う
る
、
と
い
う（

164
）。

そ
も
そ
も
納
税
義
務
者
は
法
律
の
違
憲
性
の
有
無

に
つ
い
て
責
任
を
有
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
か
ら（

165
）、

右
の
言
明
は
、
法
律
が
違
憲
で
あ
る
場
合
は
勿
論
の
こ
と
、
そ
れ
に
加
え
て
、
違
憲

と
い
う
瑕
疵
に
至
ら
な
い
法
律
の
瑕
疵
に
つ
い
て
も
妥
当
す
る
と
解
し
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
尤
も
、
こ
の
立
場
の
射
程
は
検
討
を
要
す
る
。

４　

経
過
規
定
の
立
法
の
あ
り
よ
う

　

で
は
、
以
上
の
議
論
を
ま
と
め
て
お
く
。
先
に
展
開
さ
れ
た
議
論
か
ら
、
各
個
の
経
過
規
定
に
係
る
具
体
像
は
と
も
か
く
、
少
な
く
と

も
理
論
上
は
経
過
規
定
を
配
備
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
納
税
義
務
者
の
信
頼
を
保
護
す
べ
き
ケ
ー
ス
は
相
当
程
度
認
識
さ
れ
る
と
思
わ
れ

る
。
そ
し
て
、
性
質
上
、
経
過
規
定
は
改
廃
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
る
不
利
益
が
経
済
的
権
利
に
関
わ
る
場
合
に
は
、
必
要
で
あ
り
、
か
つ

相
当
程
度
有
効
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
こ
と
は
、
社
会
目
的
規
範
の
改
廃
に
つ
い
て
特
に
当
て
は
ま
ろ
う（

166
）。

（
163
） 　H

ey, Vertrauen (Fn.160), S.111.

（
164
） 　H

ey, Vertrauen (Fn.160), S.110f.

（
165
） 　H

ey, Vertrauen (Fn.160), S.101.

（
166
） 　

参
照
、B

irk, D
ieter, Steuerrecht und Verfassungsrecht:Eine A

nalyse ausgew
ählter Entscheidungen des B

undesverfassungsgerichts und des 

B
undesfinanzhofs zu verfassungsrechtlicher G

renzen der B
esteuerung, Verw. 2002, 91ff., 109.
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な
お
、
こ
こ
で
若
干
触
れ
て
お
く
必
要
の
あ
る
問
題
が
提
起
さ
れ
て
い
る
。
法
律
に
遡
及
効
を
持
た
せ
る
際
に
、
経
過
規
定
を
配
備
す

る
必
要
が
あ
る
こ
と
は
以
上
の
叙
述
に
よ
っ
て
明
ら
か
に
な
っ
た
と
思
わ
れ
る
が
、
そ
の
際
、
遡
及
効
の
種
類
お
よ
び
そ
れ
に
付
随
す
る

租
税
法
上
の
論
点
に
つ
い
て
言
及
が
な
さ
れ
な
か
っ
た
の
で
、
こ
こ
で
参
考
ま
で
に
触
れ
て
お
く
こ
と
と
す
る
。
遡
及
効
に
は
、
①
真
正

遡
及
効
、
②
不
真
正
遡
及
効
の
二
種
類
が
識
別
さ
れ
て
い
る（

167
）。

①
は
、
既
に
完
結
し
た
事
実
関
係
に
対
し
て
、
そ
の
後
に
成
立
し
た
法
律

が
適
用
さ
れ
る
こ
と
、
②
は
、
未
だ
に
完
結
し
て
い
な
い
事
実
関
係
に
つ
い
て
、
右
の
事
実
関
係
が
進
行
中
に
成
立
し
た
法
律
を
適
用
す

る
こ
と
、
で
あ
る
。
①
は
原
則
と
し
て
禁
止
さ
れ
る
が
、
②
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
に
許
容
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
右

の
識
別
は
、
租
税
法
の
学
説
上
は
批
判
さ
れ
て
い
る
。
租
税
法
上
は
、
例
え
ば
、
所
得
税
や
法
人
税
、
事
業
税
等
の
期
間
税
に
つ
い
て
は
、

賦
課
期
間
が
終
了
す
る
ま
で
は
②
に
つ
い
て
は
当
然
に
許
容
さ
れ
る
と
解
す
る
こ
と
は
誤
り
で
あ
る
、
と
い
う（

168
）。M

ellinghoff

氏
は
、
こ

の
点
、
租
税
債
務
は
課
税
要
件
の
充
足
に
よ
っ
て
成
立
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
賦
課
期
間
の
終
了
時
点
を
判
断
の
基
礎
と
し
て
遡
及
効
を

論
ず
る
こ
と
は
で
き
な
い
は
ず
で
あ
る
、
と
す
る（

169
）。

　

こ
の
点
、
最
近
の
学
説
お
よ
び
若
干
の
裁
判
例
に
お
い
て
、
遡
及
効
の
可
否
を
真
正
遡
及
効
と
不
真
正
遡
及
効
と
の
二
分
肢
的
基
準
を

ベ
ー
ス
と
し
て
判
断
す
る
こ
と
を
疑
問
視
す
る
も
の
も
現
れ
て
い
る（

170
）。K

irchhof

教
授
は
、
法
治
国
家
原
則
の
み
で
な
く
、
当
該
案
件
に

関
連
性
を
有
す
る
基
本
権
を
も
通
じ
て
（
し
か
し
、
自
由
権
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
具
体
的
に
は
納
税
義
務
者
の
処
分
行
為
を
判
断
の
基
礎

と
す
る
と
い
う
発
想
は
決
し
て
新
し
い
も
の
で
は
な
い（

171
））、

遡
及
効
あ
る
法
律
に
対
す
る
納
税
義
務
者
の
信
頼
を
保
護
す
る
べ
き
、
と
提

（
167
） 　

例
え
ば
、
参
照
、B

irk, D
ieter, Steuerrecht 7.A

ufl., H
eidelberg 2004, R

z.146ff.

（
168
） 　K

eß/O
tterm

ann (Fn.153), StuW
 2004, 89.

（
169
） 　M

ellinghoff, Vertrauen in das Steuergesetz (Fn.157), S.45f.

（
170
） 　

参
照
、K

ulosa, Egm
ont, Sym

posion zur verfassungsrechtlichen Zulässigkeit rückw
irkender Steuergesetze -Tagungsbericht-, StuW

 2002, 89f.
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唱
し
て
お
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
先
に
も
引
用
し
た
教
授
の
見
解
の
如
く
、
期
間
税
に
つ
い
て
は
、
賦
課
期
間
の
終
了
時
点
で
不
真
正

遡
及
効
を
持
つ
法
律
の
合
憲
・
違
憲
を
判
断
す
る
の
で
は
な
く
、
結
局
に
お
い
て
納
税
義
務
者
の
処
分
行
為
の
な
さ
れ
た
時
点
を
判
断
の

基
礎
と
す
べ
き
で
あ
る
と
説
い
て
お
ら
れ
る
。

　

そ
の
際
、
右
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
よ
る
と
、
突
き
詰
め
れ
ば
、
納
税
義
務
者
の
信
頼
保
護
と
立
法
者
の
法
改
正
の
自
由
と
の
間
で
利

益
衡
量
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
る
と
整
理
で
き
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
た
が
っ
て
、裁
判
官
は
具
体
的
な
事
案
の
許
で
ケ
ー
ス
・
バ
イ
・
ケ
ー

ス
の
判
断
が
求
め
ら
れ
る
。
こ
の
点
、
裁
判
官
に
過
重
な
負
担
が
か
か
る
、
そ
の
判
断
に
恣
意
性
が
入
る
、
と
の
批
判
が
あ
り
え
よ
う
。

し
か
し
、
そ
も
そ
も
、
個
々
の
納
税
義
務
者
の
税
負
担
は
そ
れ
ぞ
れ
の
納
税
義
務
者
ご
と
に
個
別
事
情
を
斟
酌
し
て
計
算
さ
れ
る
の
が
本

来
の
あ
り
よ
う
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
遡
及
効
を
伴
う
法
律
の
制
定
に
係
る
可
否
の
判
断
を
個
別
事
情
に
応
じ
て
す
る
こ
と
は
、
適
正

な
税
負
担
に
行
き
着
く
一
つ
の
途
と
さ
え
言
え
る
か
も
し
れ
な
い
。
さ
ら
に
、
こ
こ
で
、Thiel

教
授
の
如
く
、
民
主
主
義
を
根
拠
に
立

法
者
に
よ
る
法
改
正
の
自
由
を
強
調
す
る
見
解
も
あ
り
う
る
が（

172
）、

し
か
し
、
個
々
の
事
案
ご
と
の
利
益
状
況
に
照
ら
し
て
判
断
が
な
さ
れ

る
べ
き
で
あ
り
、
先
験
的
に
特
定
の
利
益
を
強
調
す
べ
き
で
な
い
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

　

さ
ら
に
、
関
連
す
る
若
干
の
裁
判
例
を
挙
げ
る
。
設
例
①
。
事
実
関
係
は
次
の
如
し
。
長
年
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
、
造
船
に
つ
い
て

特
別
減
価
償
却
制
度
の
適
用
が
あ
っ
た
。
そ
れ
に
よ
り
造
船
業
は
税
制
上
優
遇
さ
れ
て
い
た
。
一
九
九
六
年
四
月
二
五
日
に
お
い
て
連
邦

政
府
は
「
造
船
業
に
適
用
さ
れ
る
特
別
減
価
償
却
制
度
は
、
一
九
九
六
年
四
月
三
〇
日
に
廃
止
さ
れ
る
」
と
し
た
。
連
邦
議
会
は

一
九
九
六
年
一
一
月
七
日
に
そ
の
改
正
案
を
議
決
し
、
そ
し
て
同
年
一
二
月
二
七
日
に
一
九
九
七
年
の
年
度
税
法
（Jahressteuergesetz 

1997

）
に
お
い
て
、
造
船
業
に
適
用
さ
れ
る
特
別
減
価
償
却
制
度
は
、
一
九
九
六
年
四
月
二
五
日
以
前
に
締
結
さ
れ
た
造
船
契
約
に
基
づ

（
171
） 　K

ulosa (Fn.170), StuW
 2002, 90.

（
172
） 　K

ulosa (Fn.170), StuW
 2002, 90.
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く
造
船
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
る
、
と
規
律
し
た
。
こ
こ
で
某
合
資
会
社
は
一
九
九
六
年
四
月
三
〇
日
に
契
約
を
締
結
し
た
の
で
、
右
の
特

別
減
価
償
却
制
度
の
適
用
を
受
け
ら
れ
な
い
こ
と
と
な
り
、
右
会
社
は
一
九
九
七
年
の
年
度
税
法
の
違
憲
を
理
由
に
憲
法
異
議
を
提
起
し

た
。

　

連
邦
憲
法
裁
判
所
は
、
法
改
正
に
係
る
公
共
の
福
祉
を
援
用
し
、
一
九
九
七
年
の
年
度
税
法
を
合
憲
と
し
た
。
し
か
し
、B

irk

教
授
に

よ
る
と
重
要
で
あ
る
の
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
傍
論
で
は
あ
る
が
、
現
実
の
事
案
に
お
い
て
問
題
と
な
る
遡
及
効
が
真
正
遡
及
効
ま
た

は
不
真
正
遡
及
効
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
、
に
応
じ
て
遡
及
効
の
合
憲
・
違
憲
を
論
ず
る
の
で
は
な
く
、
本
件
で
は
、
と
り
わ
け
租
税

特
別
措
置
の
改
廃
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、（「
あ
る
制
度
が
存
在
し
な
か
っ
た
ら
、
あ
る
行
為
を
な
さ
な
か
っ
た
で
あ
ろ

う
」
と
い
う
意
味
で
の
）
納
税
義
務
者
が
租
税
特
別
措
置
の
存
続
に
対
し
て
有
す
る
信
頼
を
判
断
の
基
礎
に
す
べ
き
で
あ
る
、
と
述
べ
た

こ
と
で
あ
る（

173
）。

　

次
に
、
設
例
②
。
事
実
関
係
は
次
の
如
し
。
Ａ
は
一
九
九
〇
年
四
月
二
九
日
に
土
地
を
取
得
し
た
。
彼
は
、
後
に
、
一
九
九
七
年
一
〇

月
の
時
点
で
不
動
産
業
者
に
対
し
て
な
し
た
当
該
土
地
の
販
売
委
託
契
約
に
基
づ
い
て
、
一
九
九
九
年
四
月
二
二
日
に
当
該
土
地
を
譲
渡

し
た
。
な
お
、
一
九
九
九
年
一
月
一
日
よ
り
、
所
得
税
法
の
改
正
に
よ
り
、
個
人
が
土
地
を
譲
渡
す
る
場
合
に
、
取
得
後
の
二
年
を
基
準

に
譲
渡
所
得
税
の
課
税
の
可
否
が
決
定
さ
れ
る
、
と
い
う
規
律
に
つ
い
て
、
右
の
二
年
と
い
う
基
準
年
数
が
一
〇
年
に
延
長
さ
れ
た
。
そ

の
結
果
、
Ａ
は
旧
法
の
許
で
は
、
土
地
の
取
得
と
譲
渡
と
の
間
に
約
九
年
存
在
し
、
譲
渡
所
得
税
は
課
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
が
、
新
法

（
一
〇
年
）
が
一
九
九
九
年
一
月
一
日
以
降
に
な
さ
れ
る
取
引
に
一
律
に
適
用
さ
れ
る
も
の
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
Ａ
の
取
引
も
そ
の
譲

渡
益
に
つ
き
所
得
課
税
が
な
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
し
ま
っ
た
。
Ａ
は
課
税
庁
に
対
し
て
賦
課
処
分
の
執
行
停
止
を
求
め
た
。
か
か
る
事

（
173
） 　B

irk (Fn.166), Verw. 2002, 110.
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実
関
係
の
許
で
、
連
邦
財
政
裁
判
所
は
Ａ
の
請
求
を
認
容
し
た
。
連
邦
財
政
裁
判
所
に
よ
る
と
、
本
件
で
の
新
法
は
、
遡
及
効
を
以
っ
て

税
負
担
を
課
す
租
税
法
律
が
原
則
的
に
禁
止
さ
れ
る
、
と
い
う
こ
と
に
違
反
し
、
右
の
如
き
遡
及
効
を
有
す
る
租
税
法
律
に
つ
い
て
は
、

納
税
義
務
者
の
信
頼
保
護
と
法
律
改
正
に
係
る
一
般
的
利
益
と
が
比
較
衡
量
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ
た
。B

irk

教
授
に
よ
る
と
、
そ

の
際
、
重
要
で
あ
る
こ
と
は
、
納
税
義
務
者
が
一
定
時
点
に
お
け
る
法
状
況
を
信
頼
し
た
上
で
な
し
た
投
資
活
動
で
あ
る
、
と
い
う（

174
）。

　

さ
て
、
結
局
、
先
のM

ellinghoff

氏
お
よ
びK

irchhof

教
授
ら
の
見
解
は
正
当
で
あ
る
が
、
立
法
実
務
上
実
施
す
る
こ
と
は
困
難
で

あ
る
と
考
え
る
。
す
な
わ
ち
、
租
税
法
律
を
改
廃
す
る
に
際
し
て
は
、
そ
れ
に
関
係
す
る
納
税
義
務
者
の
数
は
相
当
な
量
に
達
す
る
た
め
、

個
々
の
納
税
義
務
者
に
つ
い
て
課
税
要
件
の
充
足
の
有
無
を
逐
一
確
認
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
、M

ellinghof

教
授
の
見
解
を
正
当
と
し
つ
つ
も
、
立
法
実
務
上
は
不
真
正
遡
及
効
を
持
つ
立
法
は
許
容
さ
れ
る
と
解
す
る
か
、
ま
た
は
不
真
正
遡
及
効

で
あ
っ
て
も
認
め
な
い
、
と
解
す
る
か
、
の
判
断
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
こ
の
点
、
解
決
を
一
義
的
に
な
す
の
は
困
難
で
あ
る
が
、
納
税
義

務
者
の
信
頼
保
護
を
重
視
す
る
立
場
か
ら
は
、
不
真
正
遡
及
効
の
あ
る
立
法
を
原
則
と
し
て
否
定
し
、
例
外
的
に
そ
れ
を
許
容
す
る
場
合

を
個
別
ケ
ー
ス
ご
と
に
判
断
し
て
い
く
、
と
い
う
結
論
が
実
務
上
も
理
論
上
も
最
も
妥
当
で
あ
る
と
考
え
る
。

（五）　

小
括

　

以
上
に
挙
げ
た
諸
規
定
は
、
租
税
法
、
そ
し
て
広
く
は
行
政
法
領
域
に
お
い
て
は
し
ば
し
ば
用
い
ら
れ
る
規
定
で
あ
る
。
そ
れ
は
行
政

作
用
を
規
律
し
、
か
つ
そ
の
適
用
を
第
一
次
的
に
掌
る
行
政
庁
の
便
宜
に
即
応
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
が
、
し
か
し
、
行
政
法
領
域
に
お

（
174
） 　B

irk (Fn.166), Verw. 2002, 112.
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け
る
立
法
は
右
の
行
政
庁
に
係
る
要
請
の
み
を
充
足
す
る
だ
け
で
は
不
十
分
で
あ
る
。
行
政
法
や
租
税
法
の
領
域
で
は
、
そ
の
範
囲
の
広

狭
を
問
わ
ず
私
人
の
権
利
義
務
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
名
宛
人
か
ら
の
要
請
も
充
足
す
る
必
要
が

あ
る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

　

な
お
、
以
下
で
、
若
干
の
残
さ
れ
た
問
題
に
触
れ
る
こ
と
と
す
る
。
こ
れ
ら
は
特
に
行
政
法
領
域
に
も
見
ら
れ
る
。

１　

目
的
規
定

　

目
的
規
定
と
は
、法
律
の
目
的
を
規
定
し
た
規
定
で
あ
る
。
こ
れ
は
、立
法
に
お
け
る
体
系
を
維
持
す
る
た
め
に
大
き
な
役
割
を
果
た
す
。

我
が
国
で
も
、
こ
の
問
題
を
扱
っ
た
塩
野
教
授
に
よ
る
論
稿
が
出
現
し
た（

175
）。

塩
野
教
授
は
、
当
該
箇
所
に
お
い
て
、
目
的
規
定
か
ら
は
、

啓
発
機
能
、説
明
機
能
、解
釈
機
能
が
導
き
出
さ
れ
る
と
論
じ
て
お
ら
れ
る（

176
）。

こ
れ
に
つ
い
て
、ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
、目
的
規
定
の
役
割
・

意
義
を
論
じ
た
文
献
が
存
在
す
る（

177
）。

そ
こ
で
は
、
例
え
ば
、
行
政
庁
の
裁
量
に
対
す
る
覊
束
及
び
国
家
機
関
の
管
轄
を
明
確
に
わ
け
る
こ

と
と
い
う
機
能
と
並
べ
て
、
次
の
様
に
述
べ
ら
れ
て
い
る
。「
・
・
・
各
々
の
法
律
の
適
用
は
、
当
該
規
範
に
設
定
さ
れ
た
役
割
を
知
る

た
め
で
あ
っ
て
も
、
導
か
れ
た
結
果
を
正
当
化
す
る
た
め
で
あ
っ
て
も
、
規
定
の
目
的
へ
の
考
慮
を
必
要
と
す
る
の
で
あ
る
」
と（

178
）。

そ
の

他
に
も
、
制
定
法
に
お
け
る
目
的
規
定
が
多
数
紹
介
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、H

öger

氏
は
、
同
時
に
、
目
的
規
定
が
ナ
チ
ス
期
に
お
い

て
国
家
目
的
の
煽
動
の
た
め
に
利
用
さ
れ
た
と
も
付
け
加
え
て
い
る
の
で
あ
る（

179
）。

し
か
し
、
そ
の
他
に
も
、
目
的
規
定
の
意
義
を
、
積
極

（
175
） 　

参
照
、
塩
野
宏
「
制
定
法
に
お
け
る
目
的
規
定
に
関
す
る
一
考
察
」『
法
治
主
義
の
諸
相
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
一
年
）
四
四
頁
以
下
。
そ
の
他
に
も
、
参
照
、

塩
野
・
前
掲
注
（
48
）
一
五
頁
。

（
176
） 　

詳
し
く
は
、
参
照
、
塩
野
・
前
掲
注
（
175
）
五
五
頁
以
下
。

（
177
） 　H

öger, H
arro, D

ie B
edeutung von Zw

eckbestim
m

ungen in der G
esetzgebung der B

undesrepublik D
eutschland,  B

erlin  1976.

（
178
） 　

参
照
、H

öger, Zw
eckbestim

m
ungen (Fn.177), S.96ff. 

（
179
） 　

参
照
、H

öger, Zw
eckbestim

m
ungen (Fn.177), S.56ff.
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的
な
意
味
で
強
調
す
る
文
献
は
存
在
す
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
てR

enton

委
員
会
が
、
イ
ギ
リ
ス
の
法
令
文
の
冗

長
さ
を
解
消
す
る
た
め
に
召
集
さ
れ
、
そ
し
て
一
九
七
五
年
に
そ
の
提
言
を
ま
と
め
て
公
に
し
た
の
で
あ
る
。
こ
の
報
告
書
は
大
変
有
名

で
イ
ギ
リ
ス
立
法
技
術
論
の
教
科
書
で
も
引
用
さ
れ
て
い
る（

180
）。「

理
解
の
た
め
の
手
段
（A

ID
S TO

 U
N

D
ER

STA
N

D
IN

G

）」
と
い
う
項

目
の
下
で
次
の
様
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
。

「
11
・
６　

目
的
の
明
言
は
特
別
の
事
例
を
詳
細
に
規
定
し
た
複
雑
な
法
令
の
規
定
と
一
般
的
原
則
の
名
の
下
で
枠
組
み
が
な
さ
れ
た

立
法
の
両
方
を
説
明
し
、
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
、
数
多
く
の
見
解
が
我
々
に
示
し
て
い
る
。　

・
・
・
・
・
11
・
８

　

我
々
は
目
的
の
表
明
は
議
会
の
段
階
で
も
、
そ
の
後
で
も
立
法
趣
旨
の
理
解
や
疑
義
と
曖
昧
さ
の
解
消
の
た
め
に
便
利
で
あ
る
と
い

う
結
論
に
達
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
法
案
の
法
的
効
果
の
境
界
を
定
め
そ
し
て
イ
ル
ミ
ネ
イ
ト
す
る
こ
と
を
意
図
し
た
目
的
の
表
明

と
、
単
な
る
宣
言
で
あ
る
目
的
の
表
明
の
間
に
、
区
別
が
さ
れ
る
。
後
者
の
種
類
の
目
的
の
表
明
は
、
我
々
の
有
す
る
観
点
か
ら
は
全

く
賛
成
で
き
な
い
。
実
際
上
前
文
に
お
け
る
目
的
の
表
明
は
起
草
の
宣
言
的
類
型
よ
り
は
弱
い
と
我
々
は
考
え
て
い
る
。
目
的
を
一
般

的
に
表
明
す
る
こ
と
が
妥
当
で
あ
る
の
は
、
そ
れ
が
法
案
の
条
文
の
中
に
存
在
す
る
と
き
で
あ
る
と
考
え
る
。
議
会
の
段
階
で
は
、
目

的
規
定
が
他
の
規
定
と
ほ
ぼ
同
様
に
修
正
さ
れ
う
る
の
で
利
点
が
あ
る
。　

・
・
・
我
々
は
次
の
こ
と
を
推
奨
す
る
。
ａ　

目
的
の
表

明
は
立
法
の
範
囲
と
効
果
を
画
し
、
あ
る
い
は
・
・
・
明
確
に
す
る
最
も
簡
便
な
手
法
で
あ
る
と
き
、
使
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
ｂ

　

目
的
の
表
明
は
前
文
で
な
く
、
法
案
の
中
の
条
文
に
含
ま
れ
る
様
に
使
わ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」（

181
）。

　

右
の
様
に
、
イ
ギ
リ
ス
に
お
い
て
も
、
目
的
規
定
に
「
立
法
趣
旨
の
理
解
と
疑
義
及
び
曖
昧
さ
の
解
消
」
と
い
う
役
割
を
与
え
、
そ
こ

か
ら
解
釈
論
上
の
示
唆
を
目
的
規
定
か
ら
得
よ
う
と
い
う
考
え
が
見
ら
れ
る
。
目
的
規
定
が
存
在
す
れ
ば
、
法
律
に
お
け
る
目
的
を
認
識

（
180
） 　

例
え
ば
、V.C

.R
.A

.C
. C

rabbe, Legislative D
rafting, London 1993, p.54.

（
181
） 　C

m
nd.6035, pp.62-63.
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す
る
こ
と
が
容
易
に
な
る
か
ら
、
目
的
論
的
な
解
釈
を
行
う
こ
と
が
容
易
に
な
る
。
そ
れ
は
〝
仕
組
み
解
釈
〞
と
呼
称
さ
れ
、
す
な
わ
ち
、

「
単
な
る
利
益
衡
量
で
は
な
く
、・
・
・
関
係
規
定
、・
・
・
条
文
の
改
正
の
経
緯
と
い
う
立
法
事
情
、
規
定
の
体
裁
、
附
款
規
定
の
存
在
等
、

さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
素
材
と
し
て
、
当
該
条
文
で
示
さ
れ
た
・
・
・
制
度
の
作
り
方
、
つ
ま
り
法
的
仕
組
み
を
明
ら
か
に
す
る
」
と
い
う

こ
と
で
あ
る（

182
）。

そ
し
て
、
そ
の
際
、
仕
組
み
解
釈
に
大
き
な
手
懸
り
を
与
え
る
の
が
目
的
規
定
で
あ
る
と
い
う
こ
と
と
な
る（

183
）。

通
常
、
制

定
法
に
は
前
文
（Präam

bel

）
は
付
さ
れ
な
い
ゆ
え（

184
）、

条
文
中
、
実
質
的
に
は
第
一
条
に
規
定
す
る
と
い
う
こ
と
を
要
請
し
て
い
る
。
第

一
条
に
規
定
す
る
な
ら
ば
、
法
律
の
目
的
を
認
識
す
る
こ
と
に
大
い
に
資
す
る
と
言
え
よ
う
。
ま
た
、
別
の
箇
所
で
触
れ
る
が
、
目
的
規

定
は
法
律
の
実
効
性
の
審
査
を
容
易
に
す
る
効
果
を
有
す
る
。
す
な
わ
ち
、
法
律
の
実
効
性
と
は
当
該
法
律
の
目
的
の
達
成
度
合
い
を
指

す
の
で
、
事
後
的
に
法
律
の
改
廃
を
行
う
際
に
は
、
法
律
の
目
的
の
認
識
が
重
要
と
な
る
の
で
あ
る
。

２　

政
策
理
念
提
示
規
定

　

さ
ら
に
、
ド
イ
ツ
の
法
令
の
類
型
と
し
て
、N

oll

教
授
が
挙
げ
て
い
る
の
は
、
政
策
理
念
提
示
規
定
（Sym

bolische G
esetzgebung

）

で
あ
る（

185
）。

直
訳
す
る
と
シ
ン
ボ
ル
（
あ
る
い
は
象
徴
）
立
法
と
な
る
が
、
し
か
し
彼
の
論
述
か
ら
す
る
と
、
本
節
の
如
く
訳
出
す
る
こ
と

（
182
） 　

塩
野
・
前
掲
注
（
48
）
一
五
頁
。

（
183
） 　

塩
野
・
前
掲
注
（
48
）
一
六
頁
。

（
184
） 　

但
し
、Tipke

教
授
は
、前
文
の
役
割
を
、あ
る
文
脈
に
お
い
て
、次
の
よ
う
に
論
じ
て
お
ら
れ
る
。
曰
く
「
残
念
な
が
ら
、ド
イ
ツ
租
税
法
律
は
、他
の
ヨ
ー

ロ
ッ
パ
法
、
ス
ペ
イ
ン
法
と
異
な
り
、
綱
領
的
な
前
文
を
通
常
は
規
律
し
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
立
法
者
が
新
た
に
公
布
す
る
諸
規
定
を
既
存
の
法
律

あ
る
い
は
既
存
の
法
秩
序
に
矛
盾
す
る
こ
と
な
く
、
既
存
の
規
範
を
構
想
す
る
諸
原
則
に
違
反
す
る
こ
と
な
く
、
設
け
よ
う
と
い
う
意
図
を
有
し
て
い
る
か

否
か
、
明
ら
か
で
は
な
い
の
で
あ
る
」
と
。
右
の
言
明
か
ら
、
法
適
用
者
は
、
法
律
に
規
律
さ
れ
て
い
る
前
文
を
通
じ
て
立
法
者
の
意
思
を
探
る
こ
と
が
で

き
る
、
と
い
う
解
釈
上
の
機
能
を
前
文
は
有
し
て
い
る
と
言
う
こ
と
が
、
若
干
強
引
で
は
あ
る
が
、
許
さ
れ
よ
う
。
参
照
、Tipke, StR

O

Ⅰ(Fn.12), S.71f. 

こ
れ
は
、
目
的
規
定
と
前
文
と
の
間
の
機
能
的
同
一
性
を
指
摘
す
る
も
の
で
あ
る
。
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が
正
し
い
と
差
し
当
た
っ
て
考
え
る
。

　

さ
て
、
立
法
者
の
意
図
を
明
ら
か
に
す
る
役
割
を
果
た
す
の
が
政
策
理
念
提
示
規
定
で
あ
る
。
こ
れ
に
関
し
て
は
、
直
前
に
挙
げ
た
目

的
規
定
と
同
様
な
機
能
を
有
す
る
。
そ
の
機
能
を
具
体
的
に
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
企
図
し
て
、
以
下
にN

oll

教
授
の
言
明
を
引
用
す
る

こ
と
と
す
る
。

「
・
・
・
専
ら
、
こ
の
関
連
性
に
お
い
て
指
摘
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
は
、
法
秩
序
、
そ
し
て
法
規
範
の
体
系
上
の
位
置
で
す
ら
、

シ
ン
ボ
ル
的
効
果
を
持
ち
う
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
う
し
た
こ
と
は
、
人
が
考
え
る
よ
う
に
、
同
時
に
規
範
の
実
効
性
に
影
響
を

与
え
る
こ
と
な
の
で
あ
る
」。「
全
て
の
制
定
法
は
妥
当
性
の
観
点
か
ら
見
て
み
る
と
同
レ
ベ
ル
で
あ
る
。
こ
う
し
た
妥
当
性
に
関
す
る

ラ
ン
ク
付
け
は
、
法
規
定
の
実
効
性
に
転
化
す
る
こ
と
も
有
り
う
る
シ
ン
ボ
ル
的
効
果
を
有
す
る
」。「
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
の
イ
メ
ー
ジ

（
185
） 　N

oll, Peter, Sym
bolische G

esetzgebung, ZSchw
R

 1981, 347ff.;K
inderm

ann, H
arald, Sym

bolische G
esetzgebung, in:G

esetzgebugstheorie und 

R
echtspolitik Jahrbuch für R

echtssoziologie und R
echtstheorie, B

erlin 1988, S.222ff.;van der B
urg, W

ibren, Legislation on H
um

anem
bryos:From

 

Status Theorie to Value Theorien, A
R

SP 1995,  73ff. 
最
後
に
挙
げ
た
文
献
は
、
英
語
文
献
で
あ
る
。
若
干
文
脈
は
異
な
っ
て
い
る
が
、
示
唆
に
富
む
。
つ

ま
り
、
妊
娠
中
絶
に
関
す
る
当
否
の
論
争
を
素
材
と
し
て
、
制
定
法
の
位
置
付
け
を
論
じ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
制
定
法
は
何
ら
か
の
価
値
を
体
現
す
る
も

の
で
あ
る
と
説
か
れ
て
い
て
、
本
稿
と
軌
を
一
に
す
る
部
分
が
あ
る
。N

oll

教
授
に
よ
る
と
、
本
文
で
も
引
用
さ
れ
る
が
、
か
か
る
類
型
の
法
律
に
対
し
て
は
、

例
え
ば
、
宣
言
効
果
や
道
徳
的
ア
ピ
ー
ル
効
果
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
な
る
理
解
の
た
め
に
付
言
す
れ
ば
、
政
策
理
念
提
示
法
律
に
対
置
さ
れ
る
の
は
、

道
具
的
法
律
で
あ
る
（instrum

entale G
esetze

）
で
あ
る
。
後
者
は
、
あ
る
目
的
を
も
っ
て
具
体
的
に
問
題
を
解
決
し
て
い
く
た
め
の
法
律
で
、
通
常
、
法
律

は
後
者
の
如
き
役
割
を
担
う
の
か
も
し
れ
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
前
者
は
、
本
分
で
も
述
べ
る
よ
う
に
、
後
者
と
同
じ
意
味
で
の
効
力
に
は
依
存
し
な
い
。
そ

れ
は
、
規
範
と
社
会
的
理
想
の
公
的
確
認
を
象
徴
化
し
、
そ
し
て
そ
れ
を
通
じ
て
の
社
会
的
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
を
意
味
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

そ
し
て
、
こ
う
し
た
政
策
理
念
提
示
規
定
と
関
係
し
て
、
い
わ
ゆ
る
税
制
改
革
予
告
立
法
の
意
義
を
論
じ
た
も
の
と
し
て
、
参
照
、
小
川
是
「
税
制
改
革

予
告
立
法
と
そ
の
意
義　

―
財
政
再
建
と
税
制
改
革
作
業
を
め
ぐ
る
四
半
世
紀
を
顧
み
て
―
」
碓
井
光
明
他
編
『
金
子
宏
先
生
古
稀
祝
賀　

公
法
学
の
法
と

政
策　

上
巻
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
〇
年
）
一
頁
以
下
。
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は
、
条
文
の
認
識
並
び
に
、
純
粋
に
技
術
的
な
意
味
で
、
そ
の
発
言
力
（A

ussage

）
の
持
つ
真
の
程
度
と
関
係
を
持
っ
て
い
る
。
そ

の
イ
メ
ー
ジ
は
、
法
規
定
へ
の
服
従
の
程
度
へ
影
響
を
与
え
る
こ
と
に
な
る
・
・
・
」（

186
）。

　

右
の
言
明
か
ら
凡
そ
以
下
の
事
柄
を
推
論
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
よ
う
。
す
な
わ
ち
、
い
わ
ゆ
る
名
宛
人
が
政
策
理
念
提
示
規
定
そ
の
も

の
に
服
従
す
る
と
い
う
形
で
の
実
効
性
で
は
な
く
、
政
策
理
念
提
示
規
定
を
以
っ
て
、
法
律
上
の
政
策
に
係
る
理
念
を
提
示
し
、
名
宛
人

を
啓
発
し
、
実
効
性
が
要
求
さ
れ
る
他
の
規
範
に
対
す
る
名
宛
人
の
受
容
性
を
高
め
る
と
い
う
効
果
が
政
策
理
念
提
示
規
定
に
見
込
ま
れ

う
る
。
そ
れ
は
、結
果
と
し
て
、名
宛
人
の
法
律
に
対
す
る
服
従
を
高
め
る
こ
と
に
つ
な
が
っ
て
い
る
。
ま
さ
に
、政
策
理
念
提
示
規
定
は
、

シ
ン
ボ
ル
と
し
て
、
特
定
の
政
策
（
お
よ
び
、
そ
の
ベ
ー
ス
と
な
る
法
律
）
を
名
宛
人
に
対
し
て
周
知
・
理
解
・
受
容
せ
し
め
る
の
で
あ
る
。

　

な
お
、
右
のN

oll

教
授
の
言
明
に
よ
り
、
政
策
理
念
提
示
規
定
に
は
、
一
種
の
政
策
広
報
機
能
が
あ
る
と
言
え
る
で
あ
ろ
う
。

　

さ
ら
に
、N

oll

教
授
は
新
し
い
処
罰
規
定
を
設
け
る
こ
と
の
予
防
効
果
に
関
し
て
、
次
の
よ
う
な
指
摘
を
行
っ
て
い
る
。

「
例
え
ば
、
あ
る
特
定
の
犯
罪
の
刑
罰
が
、
経
済
犯
罪
又
は
権
力
者
に
よ
る
犯
罪
と
い
う
特
別
に
悪
質
な
犯
罪
と
し
て
扱
わ
れ
た
と
し

て
も
、
そ
う
し
た
犯
罪
は
全
く
な
く
な
る
と
い
う
こ
と
は
な
い
で
あ
ろ
う
。
何
故
な
ら
、
刑
罰
の
威
嚇
の
持
つ
見
せ
し
め
効
果
は
、
既

に
存
在
す
る
刑
罰
と
同
じ
で
あ
る
限
り
、
一
般
予
防
と
い
う
も
の
は
全
く
の
幻
想
的
な
仮
定
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
う
か

ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
だ
か
ら
と
い
っ
て
、
そ
う
し
た
立
法
行
為
が
全
く
無
意
味
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
言
え
な
い
の
で
あ
る
。
そ
れ

に
よ
っ
て
、
国
家
が
い
か
な
る
価
値
を
特
定
の
法
的
利
益
に
対
し
て
認
め
、
そ
し
て
如
何
な
る
価
値
秩
序
を
持
つ
か
を
表
明
す
る
と
き

に
、
そ
れ
が
、
宣
言
的
に
、
そ
し
て
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
示
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
で
あ
る
…
」。「
我
々
は
、
極
度
に
実
効
性
を
有
し
な

い
法
律
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
が
シ
ン
ボ
ル
と
し
て
の
効
果
を
意
図
し
て
い
る
と
想
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
し
て
、
そ
う
し
た
法
律

（
186
） 　N

oll (Fn.185), ZSchw
R

 1981, 349.
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を
立
法
す
る
際
に
は
、
立
法
者
は
、
か
か
る
法
律
に
実
効
性
を
持
た
せ
よ
う
と
す
る
の
で
は
な
く
、
理
念
の
み
を
告
知
し
、
そ
う
し
た

理
想
が
充
足
さ
れ
な
い
こ
と
、
又
は
充
足
す
る
こ
と
を
一
度
も
試
み
る
意
思
を
持
っ
て
い
な
い
こ
と
か
ら
議
論
を
出
発
さ
せ
る
。
そ
う

し
た
法
律
は
、確
か
に
、当
初
か
ら
実
効
性
を
有
さ
ず
、シ
ン
ボ
ル
効
果
を
持
ち
、プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
道
徳
的
規
範
を
規
定
し
て
い
て
、

将
来
へ
の
道
を
示
し
て
い
る
。
し
か
し
、
専
ら
の
と
こ
ろ
、
そ
れ
自
体
の
実
効
性
を
以
っ
て
、
か
か
る
理
想
を
達
成
し
よ
う
と
す
る
わ

け
で
は
な
い
」（

187
）。

　

後
段
の
引
用
文
は
や
や
難
解
で
あ
る
が
、
政
策
理
念
提
示
規
定
（
法
律
）
は
そ
れ
自
体
で
特
定
の
公
共
政
策
を
実
現
す
る
と
い
う
意
味

で
の
実
効
性
を
有
せ
ず
、
他
の
法
律
で
規
律
さ
れ
る
公
共
政
策
の
理
念
を
示
し
、
そ
れ
を
以
て
当
該
政
策
の
実
効
性
を
高
め
る
と
い
う
こ

と
を
指
そ
う
か
。

　

政
策
理
念
提
示
規
定
は
、
立
法
者
の
理
念
を
法
律
上
で
宣
言
し
て
、
そ
の
内
容
に
重
み
を
持
た
せ
る
と
い
う
効
果
を
有
す
る
こ
と
に
な

ろ
う（

188
）。

あ
る
事
象
を
法
律
要
件
の
中
で
、立
法
者
が
規
定
す
る
と
い
う
こ
と
は
、あ
る
意
味
で
、立
法
者
が
価
値
判
断
を
行
っ
て
い
る
こ
と
、

（
187
） 　N

oll (Fn.185), ZSchw
R

 1981, 349

（
188
） 　

参
照
、
阿
部
・
前
掲
注
（
56
）
四
八
頁
。
参
考
ま
で
に
、
最
後
に
付
け
加
え
る
と
す
る
と
、
こ
う
し
た
象
徴
立
法
に
類
似
し
た
機
能
を
担
う
類
型
と
し
て
は
、

基
本
法
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
例
え
ば
、
環
境
基
本
法
、
消
費
者
保
護
基
本
法
等
が
こ
れ
に
当
た
ろ
う
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
参
照
、
西
谷
剛
「
政

策
の
立
法
判
断
（
二
・
完
）」
自
治
研
究
七
一
巻
一
二
号
（
一
九
九
五
年
）
一
二
頁
以
下
、
小
早
川
光
郎
「
行
政
政
策
過
程
と
〝
基
本
法
〞」
西
谷
剛
他
編
『
成

田
頼
明
教
授
退
官
記
念　

国
際
化
時
代
の
行
政
と
法
』（
良
書
普
及
会
、
一
九
九
三
年
）
五
九
頁
以
下
、
菊
井
康
郎
「
基
本
法
の
法
制
上
の
位
置
づ
け
」
法
律

時
報
一
九
七
三
年
六
月
号
一
五
頁
以
下
。
因
み
に
西
谷
教
授
の
論
述
を
見
て
も
、
基
本
法
に
「
政
策
の
全
貌
の
提
示
」
と
い
う
機
能
を
認
め
て
お
ら
れ
る
。

小
早
川
教
授
も
「
政
策
理
念
の
提
示
」
を
挙
げ
て
お
ら
れ
る
。
ま
た
、
基
本
法
に
つ
い
て
の
批
判
的
検
討
と
し
て
、
成
嶋
隆
「
憲
法
解
釈
と
立
法
裁
量
・
立

法
政
策
」
公
法
研
究
六
六
号
一
一
八
頁
以
下
、一
二
四
頁
以
下
。
さ
ら
に
、ド
イ
ツ
の
基
本
法
に
関
し
て
は
、参
照
、遠
藤
博
也
『
計
画
行
政
法
』（
学
陽
書
房
、

一
九
七
六
年
）
六
九
頁
以
下
。



47 － 税制簡素化と租税法・租税政策（二）（手塚）

一
定
の
目
的
及
び
目
標
に
向
け
ら
れ
た
立
法
者
に
よ
る
法
政
策
上
の
意
思
が
存
在
す
る
こ
と
も
意
味
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
あ

る
法
律
要
件
に
正
の
法
律
効
果
を
結
び
つ
け
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
う
し
た
事
象
を
正
と
し
て
、
逆
に
、
あ
る
法
律
要
件
に
負
の
法
律
効
果

を
結
び
つ
け
る
と
、
そ
の
事
象
を
負
と
し
て
判
断
し
た
と
い
う
こ
と
が
示
さ
れ
、
何
に
多
く
価
値
を
置
く
か
と
い
う
立
法
者
の
判
断
が
そ

こ
か
ら
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る（

189
）。R

üthers

教
授
は
そ
れ
に
続
け
て
、「
規
範
の
目
的
及
び
規
範
の
機
能
を
分
析
す
る
こ
と
は
、
立
法
者

が
当
該
規
範
に
よ
っ
て
把
握
し
た
事
実
関
係
を
如
何
に
し
て
構
築
し
よ
う
と
し
て
い
る
か
を
示
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
…
そ
の
様
に
し
て

認
識
さ
れ
た
法
律
上
の
評
価
基
準
は
、
法
律
上
の
全
て
の
規
範
を
解
釈
及
び
適
用
す
る
と
き
、
意
義
あ
る
核
心
点
と
な
る
。
そ
う
し
た
評

価
基
準
は
そ
れ
ぞ
れ
の
規
範
上
の
法
律
要
件
で
具
体
化
さ
れ
た
立
法
者
の
持
つ
正
義
の
イ
メ
ー
ジ
な
の
で
あ
る
」
と
述
べ
て
お
ら
れ
る（

190
）。

　

以
上
を
要
す
る
に
、
政
策
理
念
提
示
規
定
も
、
解
釈
の
指
針
を
与
え
、
そ
の
際
の
混
乱
の
発
生
を
防
ぎ
、
ひ
い
て
は
法
律
を
認
識
す
る

こ
と
を
容
易
に
す
る
役
割
を
果
た
し
得
る
の
で
あ
る
。

（
189
） 　R

üthers, B
ernd, R

echtstheorie, M
ünchen 1999, 

§4 R
n.131.

（
190
） 　R

üthers, R
echtstheorie (Fn.189), 

§4 R
n.131.


